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賃料）「黒竜江舶十年軋加11年、2鵬7年版
注）1，国内総生産謡の金額は当年価格。
2．工責総生産敏砿「主管業務収入額5α）万元以上」の企業
3．★は、ロシアとの辺境地域を持つ行政区
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約3，288倍元であり、この2市でそれぞれ全省の63．3％、55．8％を占める。
「辺境」地域を持つ市では、牡丹江の地区稔生産額約765億元、一人当た
り地区線生産額27，朗5元に達している。続いて、三江平原の農業の中心地、
佳木斯が約513億元、石炭産業を基幹とする鶏西と双鴨山が、それぞれ約420
億元、約396億元であり3市とも一人当たり地区稔生産額は20，000元を超え
ている。
ただし、一人当たりGDP20，000元は高い水準ではない。省級行政区の平
均でみれば一人当たり20，0㈱元以下の行政区は貴州13，119元、雲南15，752元、
甘粛16，113元、西蔵17，319元であり、上位は上海76，074元、北京75，943元、
天津72，994元、江蘇52，糾0元、漸江51，711元、内蒙古47，封7元である。
地域別貿易構造
ロシアと国境を接する「辺境」地域を持つのは次の8市・地区である。I
類、Ⅲ類の鉄道口岸、道路口岸、河川口岸が置かれ中ロ貿易が営まれてい
る13）。
鶏西市＜Ji衰＞
鶴岡市＜Hegang＞
双鴨山市＜Shuangyashan＞
伊春市くYichun＞
佳木斯市＜Jiamusi＞
牡丹江市＜Mud叫抽咽＞
黒河市くHeihe＞
：鶏来県（人口30万人）、密山市（同じく43万人）、
虎林市（29万人）
：綴濱県（19万人）、夢北県（23万人）
：僚河県（14万人）
：嘉萌県（8万人）
：撫遠県（11万人）、同江市（17万人）
：東寧市（21万人）、綴芥河市（6万人）
：愛輝区（19万人）、述克県（10万人）、
卦臭県（10万人）
大興安嶺地区＜Da血如肋g＞：呼塙県（35万人）、塔河県（10万人）、
漠河県（8万人）
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2010年の貿易構造を市・地区別にみると、最大の輸出入地域は牡丹江であ
る。牡丹江にはウラジオストクに通じるI類の鉄道口岸と道路口岸がある接
芥河、ウスリースクに通じるⅡ類の道路口岸がある東事の3つの通関地があ
る。牡丹江の輸出入旗は約90億393万元、06年からの年平均延び率は9．8％で
あった。
続いて、国際空港口岸のある喩ホ濱の輸出入総額は約42億2，529万元、髄年
からの年平均延び率は14．3％であった。同じく、佳木斯は約30億5，198万元
で29．8％の伸びであった。異能江を挟んでそれぞれハバロフスクとこジニレ
ニンスコエを対応地とする無遠、同江の2つのI類河川口岸がある。I類河
川口岸のある黒河は約28億5，491万元で15．9％の伸びであった。黒龍江を挟
みプラゴペシナェンスクを対応地としている。無遠、同江、黒河は、冬季は
表1－7　黒龍江省の市・地区の輸出入
輸出入（万ドル）　　　　　輸　出（万ドル）　　　　輸　入（万ドル）
諏年　別1時蒜謁謝年　期10年精等2（髄年却10年鰐等
黒竜江省　　　　　　　1．285．乃9　2．550ぷ2　18．7　臥3，642　1．628．176　17．9　442．087　922207　　202
唸ホ浅くHarbmン　　　　247朗5　　422．529　143116202　199働　14．5131．143　222．683　　ユ42
斉斉蛤ホくQiqiharン
★鳩酉くJixiン
★鶴間くHegむ堰ン
★双鴨山
くShuangyashanこ，
大凄くDaqhgこ，
★伊容くYichunン
★佳木斯くJlamuSiン
七台河くQiblheこン
14．445　　　89271
19339　　　70．692
2．7（柘　　　8．1捌）
24．997　　　99．749
44ぷ6　15も145
9．180　　　30223
107．523　　305．198
1．080　　　6．0！絡
57，7　11，524
383　18272
319　　2362
413　24．441
36．6　18．別2
34．7　　7358
29．8　85ぷ刃
54．1　　756
74．425　　59．4　　2．92114．846　　502
69．525　　39．7　　ユ．（絡7　1．167　　　23
6．771　302　　　344　1．4（姶　　423
91．侭5　　鼠9　　　556　　8．馳1　　98．7
97．597　　515　25．797　56．549　　21．7
19．086　　26．9　1．822　11．137　　57．2
283．630　　34．9　21．985　21．568　　▲05
5朗3　　66．7　　　323　　　253　　▲59
★牡丹江くMudanJはngン　　619．513　　抑）393　　9．8　3882卯　402．957　　0．9　23ユ216　497．436　　212
★粟河くHeiheニン　　　　　158．442　　285．491　159148ぷ8　　261．7封　153　10．03g　23．737　　24．0
綴化くSuhuaこ，　　　　　　5．446　　10ノ366　175　　3月20　　　6．980　162　1．626　　3罰妬　　201
資科〉r黒竜江統計年鑑j釣11年、2（ぬ7年
注）★は、ロシアと遥増地域を持つ行政区
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黒龍江が凍結するので自動車輸送が可能である。
地域産業開発プロジェクト
2005年に省級プロジェクトとして批准された工業開発計画が「喰大斉工業
走廊」である。これまで黒龍江省は石炭、石油、食糧の全国供給基地として
位置づけられていたが「東北地区旧工業基地振興計画」の始動に対応して
「蛤大斉工業走廊」立案された。
黒龍江省の三大工業都市である蛤ホ濱（発電装備）、大慶（石油化学）、斉
斉瞭ホ（重機械装備）が、それぞれの主要産業を中心に発展プログラムに取
り組む。蛤赤旗では吟ホ潰経済技術開発区、依蘭開発区、阿城開発区、大慶
では大慶経済技術開発区、斉斉瞭ホでは斉斉吟ホ高新技術開発区が担当する。
蛤大斉工業走廓における3都市間の産業連携や事業分担するのではなく、そ
れぞれの都市が優位性を活かして産業発展を図っていく内容である。
瞭大斉工業走廊は3段階の計画で推進される。2010年までの第一段階は、
11．47平方キロの工業用地を整備し62位元の生産額を目標とする。15年まで
の第二段階は、整備済み工業用地22．55平方キロ、生産額目標121億元、20年
までの第三段階では、整備済み工業用地36．1平方キロ、生産額目標343億元を
達成し蛤大斉工業走廊を完成させるとしている。
斉斉瞭ホ～瞭ホ濱問の約300k血は高速道路が整備され鉄道の高速化を進め
ている。07年の斉斉喰ホ・蛤ホ濱間のノンストップl央速列車では約2時間半
であった。
東北地区旧工業基地振興を基本コンセプトとしているため、1950年代に築
いた重化学工業の再生・再起を目指すものであり意味がある。だが、異能江
省の「辺境」の産業発展要素である農林畜産の一次資源や観光資源の活用、
ロシアとの対外経済関係の深化などとの産業リンゲージは、さほど意識され
ていないようにみえる。
黒龍江「辺境」地域の本来の産業発展力を十分に発揮するためには、当面、
それぞれの「辺境」地域が地域優位性を顕在化していくことが必要である。
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地域優位性を地域産業に顕在化していくためには、産業化のための基盤を整
えなくてはならない。産業化の基盤は各種の開発区の整備状況をみることで
把趣できる。
「辺境」地域の開発区
以下の表で黒龍江「辺境」地域の開発区の状況をみてみよう。「開発区」
は主に製造業の立地環境を整備した区域である。黒龍江省には中央政府の審
査を通過した「開発区」33カ所ある。「経済技術開発区」7カ所、「経済開発
区」8カ所、「高新技術産業開発区」4カ所、「その他開発区」14カ所である0
このうち、「辺境」地域を持つ市・地区の開発区は9カ所であり、ほとんど
は蛤ホ濱、斉斉瞭赤、大慶にある。
牡丹江市には「黒龍江海林経済開発区」「穆稜経済開発区」「黒龍江陽明民
営科技企業示範区」「林口朱家鎮郷鎮工業小区」がある。佳木新市には「佳
木斯経済技術開発区」「同江経済開発区」「佳木新高新技術産業開発区」があ
る。双鴨山市には「及鳴山経済技術開発区」、鶏西市には「鴻西金三角経済
開発区」がある。
「辺境」地域の産業開発区城として「辺境経済合作区」がある。異能江省
には8カ所が指定されている（表1－9）。綴芥河および黒河の「辺境経済
合作区」については第2章で述べる。また、「辺境」地域は自然、少数民族、
異国情緒などの観光資源の優位性があり「旅済度暇区」が整備される場合が
多い。黒龍江「辺境」地域には牡丹江、黒河、鶏酉に「旅済度暇区」がある
（表1－10）。
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表1－8　異能江省の開発区（2010年）
区分　　　　名称　　　　所在地　酎　篭㌣篭欝誓警
経済技術
開発区
蛤ホ濱経済技術開発区
槍か浅利民経済技術開発区
男籠江島墾唯ホ濱経済開発区
双城経済技術開発区
佳木新経済技術開発区
双窃山経済技術開発区
淫鞄江碇東経済技術開発区
喰水温市　　　　　国
吟ホ濱市　　　　　省
瞭ホ濱市　　　　　省
略ホ濱・双城市　　省
★撞木斯市　　　　　省
★双観山市　　　　　省
綴化・肇1如箭　　省部
5．586　　1．糾8　　　116
335　　　　230
????????
塘ホ濱遥遠河経済開発区
吟射貢阿城経済開発区
瞭ホ濱濱巽西怒済開発区
濃龍江梅林経済開発区
櫓＿経済開発区
間江経済開発区
鴻西金三角経済開発区
績化経済開発区
蛤ホ濱市　　　　　省
略ホ濱市　　　　　省
略ホ痛市　　　　省
★牡丹江・海林市　　省
★牡丹江・穆＿市　　省部
★佳木斯・同江市　　省
★鶏西市　　　　　省
綴化市　　　　　　省
?
30　　　　　3
428　　　　　4
89　　　　19
?????????????
唸ホ濱高新技術産業開発区
姦新技術　大慶高新技術産業開発区
産菓開発区　佳木斯高新技術産薬開発区
斉斉蛤ホ高新技術産業開発区
蛤ホ漢市　　　　開　　　　場9　1，腿5
大慶市　　　　　国　　　2，760　　　7（氾
★佳木新市　　　　省　　　　　45　　　　6
斉斉瞭ホ市　　　　省　　　　　球　　　舶
??????
唸ホ濱国家農薬朴技園区
喰ホ濱東北亜軽質科技合作区
喰示度工程大学朴技固
吟ホ濱生態農薬開発区
吟ホ濱歓件園
黒龍江富拉ホ基民営科技企業示範区
その他　斉斉喩ホ籠両開発区
開発区　斉斉暗示郊区鉄略郷鎮小区
斉斉喰ホ郊区建巷粗鉄小区
大慶腹風現代農業示鞋固区
大農万宝工業国区
大慶跡朗路区経済開発ノj、区
黒龍江隆明民営格技企業示範区
林口朱家鍋郷鋲工業小区
吟ホ濱市　　　　国知
略加賀市　　　　国都
蛤ホ演市　　　　国錐
蛤ホ濱布　　　　省
蛤ホ濱市　　　　省弧
斉斉唸ホ市　　　　省
斉斉蛤ホ市　　　　省
斉斉聴ホ市　　　　省
斉斉瞭ホ市　　　　省
大慶市　　　　　園部
大慶市　　　　　省部
大慶市　　　　　省都
★牡丹江市　　　　　省
★牡丹江市　　　　省都
36　　　15　　　　1
4〔氾　　　　59　　　　　7
資料）r累龍江続計年鑑j2011年
注）1・批准　国二国務院、国都こ国関係部門、省二省政府、省訪こ省関係酎1
2．★は、ロシアとの辺境地域を持つ行政区
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表1－9　黒龍江省の辺境経済合作区（2010年）
名称　　　　　　　　　　　所在地　　　　認可 企業数　輸出総額　輸入総領（個）（万ドル）（万ドル）
黒河辺填経済合作区
適克辺境経済合作区
案河中俄辺民互市貿易区
綴芥河辺墳鎧済合作区
窯龍江東寧経済開発区
密山辺墳経済合作区
同江中俄辺民互市貿易区
黒龍江尾墾宝泉嶺経済合作区
★窯河市
★窯河・逝克県
★黒河市
★牡丹江・綴芥河市
★牡丹江・東寧県
★親西・密山市
★任木斯市
???????????????
450　　24，575　　8，489
3，081　　　　5
33　　　　662　　　3．741
79　141，㈱　　4，（伽
食料）r黒龍江統計年鑑j2011年
注）★は、ロシアとの辺境地域を持つ行政区
表1－10　黒龍江省の旅瀞度暇区（2010年）
名称　　　　　　　　　　　所在地 賓館数　人込客数　利親総額（個）　（万人）　（万元）
五大連池妓節度暇区　　　　　　　　★黒河・五大遠地市
綾拍湖旅瀞度暇区　　　　　　　　　★牡丹江市
亜布力滑雪旅静夜暇区　　　　　　　　瞭ホ濱・尚志市
黒髄江農墾当壁銑輿凱湖旅済度暇区　★鶏西・密山市
虎林辺境放瀞経済開発区　　　　　　★鶏酉・虎林市
?????????
44　　　115　　1，632
18　　　　　38　　　　860
50　　　　42　　　　280
資料）r果報江耗計年藍】2011年
注）★は、ロシアとの辺境地域を持つ行政区
第2妻　対極東ロシアの「辺境」／綴芥河市と黒河市
第2章では、黒龍江「辺境」地域の「現場」である牡丹江市綜芥河市と黒
河市の対ロシア経済関係についてみる。
20似年10月14日、胡錦涛首席とプーチン大統領は最終的な中露国境協定に
署名し、両国間の領土紛争の懸案であった2島（3島）の領土問題を政治的
に決着した。05年6月2日に両国は批准書を交換し中ロ国境の全てを画定し
た。
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2島（3島）とは、内蒙古自治区フルンベイル市＜呼倫貝ホ＞を流れるアル
グン河く叡ホ古納河＞のアバガイト島＜阿巴該国、ロシア名：ポリショイ島（約m平方
キロ）＞および、異能江省と極東ロシアの回境河川アムール河＜異能江＞とウス
リー河＜鳥蘇里江＞の合流地点にあるへイシヤーズ島く黒路子、ロシア名：タラ
バーロフ島（約40平方キロ）とポリショイウスリースキー島（約320平方キロ）＞である。
1991年の中ソ国境協定く中産東部国境協定＞と94年の中ロ国境協定＜中露西部
国境協定＞において棚上げされていた2鳥（3島）の国境が05年に画定し中ロ
の領土問題が解決したことから、中国東北地域と極東ロシア地域の経済交流
が活発化している。現在、中国東北の主要な対極東ロシア貿易の拠点は、内
蒙古自拍区満州呈、吉林省延書、黒龍江省綜芥河、黒河、密山、撫遠である。
牡丹江市は4市2県の6つの県級行政区城から構成される。このうち、ロ
シア沿海地方との国境を接する「辺境」地域は按芥河市くS。i丘nhe＞と東寧県
＜Dongning＞である。
綴芥河市のロシア側対応地域は沿海地方ポグラニチヌイ＜Pogr肌ichyy：液
格拉尼奇内＞で、ウスリースク＜Ussuriysk：鳥蘇里斯克＞を経由してウラジオスト
ク＜Vbdvostok：符拉辿沃斯托克＞まで道路と鉄道が通じている。東寧県のロシ
ア側対応地域のポルタフカくPoltavka：科ホ福夫辛＞を経由して約100キロメート
ルでウスリースクに至る。
黒河市は2区2市3県の7つの県級行政区域から構成される。このうち、
ロシアアムール川との国境を接する「辺境」地域は、愛瑠区＜Aihul＞、述克
県＜Ⅹunke＞、弥臭県＜Sunwu＞である。ロシア側対応地域は、異能江の対岸ア
ムール州プラゴベシチェンスク市くBlagoveshchensk：布拉曳維申斯克＞である。
黒河市の金、銅、石炭、石灰の拉蔵量は省内最大とされ、各種希少金属の盤
蔵も確認・採掘されている。観光資源では世界地質公園の指定を受けた国家
風景名勝区の五大連池が知られる。
第1節では、綴芥河とウラジオストクの関係および地域産業開発について
述べ、第2節では、黒河とプラゴペシチェンスクの関係と愛瑠区の企業経常
－52－
をみていく。
表2－1牡丹江市の県級市・県基本指標（2010年）
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表2－2　黒河市の県級市・県基本指標（2010年）
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資料）瞳竜江畿計年鑑」罰11年
注）El．国内総生産領は当年価格。
配工粟紀生産額は「全部国有企黍」jっよび「主管業務収入額狛）万元以上の1掴有企蔑」
ゼ3．滅鎖居民収入は、可処分前線収入。農民収入は、純収入
1．線古河とウラジオストク14）
「貿易都市」「百年口岸」を称する綴芥河市＜Su茸enhe＞は市戸籍人口約6万
人、外来人口約7万人、市域面積約427平方キロ、牡丹江市の県級市であるが、
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牡丹江市財政から独立した「計画単列都市」である。市域東部の約27加をロ
シア沿海州ウスリースク市＜UssurlySk：烏蘇里斯克＞ポグラニチヌイ地区
＜Pogramchnyy：波格拉尼奇内＞に接する「辺境」地域だ。蛤ホ濱市から約480k臥
牡丹江市区から約150kⅢ、ウラジオストクまで約220加の位置にある。
綴芥河市には国家I類の鉄道口岸および道路口岸が置かれている。綴芽河
口岸を通過する対ロ輸出入取扱貨物量は黒龍江省の対ロ貿易の約80％を占め、
内蒙古自治区満州里－ザバイカリスクに次いで全国第二位である。輸入貨物
は原木、製材、化学肥料、輸出貨物は石炭、木材加工品、日用消費財が太宗
品目となっている。
按芽河がロシアと国境を接する「辺境」地域となったのは、1860年11月2
日に構図とロシアの間に締結した「北京条約」によって、ウスリー江＜Ussuriy：
烏蘇里＞以東の沿海地域がロシア領とされてからのことである。
18舶年7月2日、ロシアの軍用輸送船「マンジュール号」でやってきた第
4シベリア大隊第3中隊の将兵30名は、中国語で「海参威」と呼ばれ、ヨー
ロッパの航海者に「ポートメイ」の地名で知られていた小漁村に上陸し哨
所を建設した。r東方を支配せよj　を意味するウラジオストクは、この日を
もって市の開基としている15）。同年11月2日に調印された「北京条約」によっ
て沿海地方はロシア領となり、ウラジオストクにロシアの東方政策の拠点と
なる軍港・商業都市の建設をすすめ、現在、桂東連邦管区最大の都市となっ
ている16）。
綴芥河は建国後、綴陽県に編入され、綜陽県は48年に東寧県に編入された。
その後、綴芥河は75年に牡丹江市の県散布となった。87年に旧ソ連との国境
貿易が再開され、92年に中国で最初の辺境開放都市の認可を得て、99年に市
城のほぼ全域を自由貿易区に指定し現在に至る。
綴芽河一波格拉尼奇内（Pogranichnyy：ポグラニチヌイ）貿易縁合体
黒龍江政府とロシア浜海辺境区政府は、1994年に「中ロによる綴芥河－ポ
グラニチヌイ国境両市貿易区会談紀要」に調印した。99年に両国政府は覚書
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を交換し、貿易区は正式に認可された。現在、綴芥河市のロシアとの国境線
に接して国境貿易のための複合街区「績芥河一波格拉尼杏内貿易緑合体（以
下、貿易稔合体）」を整備中である。計画面積は中国側約153ha、ロシア側約
3（泊haである。
中国側の第一期プロジェクトでは展示場と小売店舗（延べ床面積鰍粗0個
が）、オフィスからなる商業貿易城、五つ星のホテルのホリデイイン、東方
風情街、東方医療中心、ロシア風情の公園などを整備し、2011年8月に正式
に運営を開始した。二期プロジェクトでは加工業、スポーツ施設、物流園な
どを計画し2015年に完成する予定である。ロシア側のポグラニチヌイ地区に
は商業センターが整備されたとされる。
ロシア国民は旅行証明書があればビザなしで貿易結合体に出入りができ、
一日当たり8，000元相当以内の商品は輸入関税と輸入調整税が免除され商業
活動ができる。貿易聴合体は、これまで旧道路口岸、鉄道口岸を経由して発
達してきた「辺民互市貿易」の新たな拠点であるとともに「辺境小額貿易」
の拠点として整備される。
綴芥河市における「辺民互市貿易」は87年から開かれ「担ぎ屋」による手
荷物輸送がなされた。ロシア人観光客による「担ぎ屋貿易（シャトル貿易）」
は次のようである17）。
ロシア人観光客はウラジオストクの旅行会杜をつうじて中国への団体観光
旅行に申し込み中国に入国する。ロシア人が中国に短期観光目的で入国する
場合、ビザは免除されロシアに帰国する際に一定量までの携行品は無税とさ
れる。
中国側の旅行社は中国観光を手配するとともに、荷主（中国側輸出者）か
ら委託された輸出貨物の輸送を請け負う。輸出貨物を旅行者の携行品として
仕分けし、観光客が帰国する際に鉄道駅またはバスターミナルに送付し観光
客とともに中ロ国境を通過させる。ロシア国境側には荷受人（ロシア側輸入
者）から委託された輸送会社が待機しており、帰国した観光客から貨物を受
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け取り指定地まで輸送するといった仕組みである。
訪中観光客は手数料を受け取り、帰国通関時に「臨時担ぎ屋」となる。「担
ぎ屋貿易」はロシアの市場経済への移行直後に出現し、当初は携行品として
持ち込む貨物はほとんど無制限に許された。その後「担ぎ屋貿易」による消
費財の輸入が国内消費財産業の育成を阻み、個人の保有する外貨の流出が問
題視され、ロシア政府は93年と96年に「担ぎ屋貿易」の規制を行ったが十分
な効果はなかったとされる。
旅行者一人当たり携行品の免税範囲は60kg、同じ人物が免税特典を利用で
きるのは週に1回とされていたが、07年から35kg、月に1回となっている。
これにより、専業の「担ぎ屋」は淘汰され「担ぎ屋貿易」は観光客の「臨時
担ぎ屋」を活用するようになった。今後、中露間の貿易決済システムや貨物
の通関手続きなどが改善されていけば「担ぎ屋貿易」は一般貿易に移行して
いくであろうが、ロシア側の高輪入関税政策や中国人に規制的なロシア訪問
制度が続けば「担ぎ屋貿易」は存続するであろう。
写真2－1貿易稔合体の店舗区域（偽年）　写真2－2　桜芥河側の中ロ国境（的年）
桜井河総合保税区
綴芥河市の国境貿易は、黒龍江省レベルの国境貿易振興模範地区（87年）、
国家レベルの辺境開放都市（92年）、綴芥河一波格拉尼呑内貿易繚合体の設置
（97年）、市域のほぼ全域を自由貿易区に指定へと展開し、09年4月に国務院
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の認可を待て国家レベルの「績芥河総合保税区」を建設中である18）。績芥河
の総合保税区は、蘇州（蘇州工業園区、認可07年）、天津（天津浜海新区、
08年）、海口（海南省海口保税区、08年）、北京（北京天竺開発区、09年）、
広州（広州白雲空港保税区、09年）に続く6番Hの総合保税区となる。
総合保税区は、さらに重慶（西永総合保税区、10年）、広西壮族自治区（梵
祥総合保税区、10年）、河南省（新都総合保税区、10年）、成都（成都ハイテ
ク統合保税区、11年）、山東省（灘坊総合保税区、11年）、駅西省（西安総合
保税区、11年）が認可されている。
績芥河総合保税区はロシア沿海州ウスリースク、ウラジオストクに接続す
る鉄道・濱接線（吟ホ濱一綴芥河）および一級国道301号線に挟まれる約180
haを開発し10年に完成する予定である。濱接線の高速電化鉄道は国務院の
内需振興政策19）の重点プロジェクトに位置づけられ路線の改良を進めてい
る。また、国道301号線は高速道路への拡張工事も行われている。それぞれ
12年の開通を予定している。さらに、綴芥河～牡丹江～中朝国境、丹東～大
連を結ぶ約1，4（氾加の「東辺道鉄道」の新設工事が08年から始まっている。
国家プロジェクトに位置づけられた綴芥河総合保税区は、ウラジオストク
港、ナホトカ港、ポストチヌイ港の海運物流を意識している。現在、績芥河
駅まで入っているロシア鉄道の広軌線を総合保税区に延伸し中ロ相互の鉄道
乗り入れを可能にしてコンテナ等の積み替えを行う。ロシア側ではタロデポ
コ駅で積み替えを行う。
績芥河駅のロシアからの輸入貨物の中心は原木である。ロシア側の原木輸
出規制が強化されるなかで、ロシア原木の輸入、製材輸出（ロシア側からほ
原木を輸出し製材を輸入する）の制限が種和され、桜芥河口岸の10年1～3
月の原木輸入量は約100万立方メートルに達している。
総合保税区の整備にあわせて、09年中に綴芥河市政府の都市開発公司と釜
山港湾公社はナホトカ港のコンテナ専用埠頭の整備に関する事業契約を締結
する予定であり、また、貨物の輸送事業に関して釜山港湾公社とロシア極東
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運輸会社が契約を締結する予定である。
道路貨物輸送の場合、中国側トラックはウスリースクまで、ロシア側ト
ラックは牡丹江までの乗り入れが認められている。旅客輸送については牡丹
江－ウラジオストクの相互直行便が認可されている。
海への出入ロを持たない黒龍江省、牡丹江市、綴芥河市は、ロシア沿海州
ウラジオストク港等との物流、人流が円滑に開かれることを強く願い、海に
つながる時に備え産業基盤の整備に注力している。
写真2－3　国道討1欄と建設中の高速道削岬　　写真2－4　建設中の稔合保税区（㈱年）
綴芥河市内
綴芥河市は92年に辺境開放都市に指定され、ソ連崩壊にともないロシア国
内の生産、流通に停滞が発生したことから、牡丹江市区内には「青雲市場」
を筆頭とする対ロ「辺民互市」が一気に広がった加）。
綴芥河市内には「青雲市場」のほか、多様な商業施設がある。その一つに
綴芥河資本の「書利商貿有限公司」が経営する「吉利商城」の状況は次のよ
うである。06年から営業を開始した「吉利商城」は9階建て、延べ床面積
15，0（船がの総合商業施設である。1、4階はアパレル、皮革、家電製品、H
用雑貨を扱うショッピングセンター、5、8階は300人収容のホテル、レスト
ラン、バー、美容室、会議室を配置している。
ショッピングセンターの店舗スペースの分譲価格は約3，000元／が。30～
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幻がの小売店舗が143店入居している。店主のほとんどは華南地域の投資者
であり、ロシア人観光客向けの商材を扱っている。
高級毛皮商晶を扱う香港資本の「DAI－ICHIMADAM」では、ロシア人観
光客は週末に訪れ、ルーブルやUSドルを換金し高額な毛皮商晶をまとめて
購入していくとのことである21）。
写真2－5　綬芥河中心市区（09年）　写真2－6「吉利大履」内の店舗（㈱年）
2．黒河とブラゴベシチエンスク
中ロ国境約4，300kmのうち約3，0∞血が黒龍江省に属し25カ所の「口岸（出
入国管理及び税関）」がある。そのひとつ、国家I類口岸がある黒河市
くHelhe＞は、中国「辺境」の黒龍江省の北辺に位置する「辺境」地域である。
愛堰区くAihui＞は黒龍江に画し約1，榊Om敗れた対岸のアムール州都プラゴ
ベシチェンスク市＜Blagoveshchensk：布拉je維申新党＞と接する。
黒河市の人口約173万人うち変種区人口は約19万人。蛤ホ濱および斉斉吟
ホから入る鉄道の終点であり、斉斉蛤ホから鉄道で約11時間を要する。航空
路線は吟ホ濱から約1時間。大連、青島、斉南との直行便がある。
18糾年、清朝は対ロシア軍事拠点として黒河の地に愛瑠城を築き2，0個名
の兵士を駐屯させた。愛堰城の黒龍江対岸には64付く江東六十四屯＞があり、
変種条約後もロシア領内での居住が認められ清朝の管轄下にあった22）。
義和団事件（1899、1900）で叛徒がブラゴベシチェンスクを荒らし占領し
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た。その報復として、19∞年7月、ロシア軍が3，（X船人以上ともいわれる清
国民を黒龍江河岸で虐殺する「江東六十四屯事件」「アムールの悲劇」が発
生した。さらに、ロシア軍は対岸の愛曜地区も占領し日露戦争後の1907年に
異能江左岸に撤退した乃）。清朝は09年に愛瑠直隷庁を設置し、13年に愛瑠県
に改めた朗）。
満州事変（1931）後、1933年1月に黒河は関東軍に占領され、45年8月9
日にソ連軍に「解放」されるまで満州国の対ソ前線の「北浦防衛」拠点とさ
れた。50年に中ソ友好同盟相互援助条約が結ばれ「中ソ蜜月」が訪れる。
しかし、56年のフルシチョフのスターリン批判以降、中ソ共産党のイデオ
ロギー論争が先鋭化し、60年にソ連技術者の中国からの総引揚げとなり、69
年にはウスリー河ダマンスキー轟く珍宝島＞で武力衝突が発生する。黒河に
おいてはプラゴベシチェンスクとの友好交流は60年まで続くが、ダマンス
キー事件を契機に両地域も軍事的緊張に陥り、経済、人の交流は途絶える。
中ソ対立後、82年に中国政府が旧ソ連との国境貿易を最初に再開放したの
は黒河口岸である。さらに1992年の郡小平による「南巡講話」で中国の改革
・開放路線が加速され、黒河は国家級の「辺境経済合作区」の批准を受けロ
シアとの経済交流と輪出向け工業の発展をめざしている。
黒河とプラゴベシチェンスタの経済交流
プラゴヴェシチェンスクは人口約22万人、極東ロシア地域第三の都市であ
る。20数枚の大学を持つ学園都市でもあることから、黒河では裕福な家庭が
子弟を留学させるケースもある。長大な中国内陸国境で中国側の国境都市の
規模、発展速度、経済・文化水準に対して、向かい合う相手国側の国境都市
が同等もしくはそれを上回っている地域関係は、黒河－プラゴベシチェンス
クの他に見受けられない。中国側では両市の関係を「中ロ双子城」と呼ぶ。
黒河の対ロ貿易は1999年以降、増加傾向にある。07年輸出入総額は05年の
4倍に当たる15．8億ドル、貨物量は約300万トン。中国から家電製品、衣料品、
食料品、木製品、鉄鋼などがロシアに輸出され、ロシアからは電力、化工品、
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原木、鉄スクラップが輸入された。2010年の輸出入総額は28．5億ドルに達し
ている。
ロシア人は一ケ月間、査証なしで黒河に滞在できる。最も人出が多い夏季
に入国するロシア人は週2，∝沿～3，（X氾人を数える。夏季休暇時期には家族で
買い物をするロシア人があふれる。黒龍江を渡る船の所要時間は約20分、中
国人国手数料は100元前後であり、出入国するロシア人は年間延べ約32万人
に達する。黒河のマンション価格は1，200～2，0（氾／元（2（泊ドル前後）、プラ
ゴベシチェンスクでは1，0（氾ドル／ポ以上とされることから、老後の生活用
に黒河のマンションを購入するロシア人が増えている。
一方、ロシア側の入国手続きが煩雑で実質的に中国人の入国を規制してい
るため、プラゴベシチェンスクに向かう中国人は少ない。
黒河の中心市街地はロシア風の建物が建設され、看板は飲食店、衣料品店、
雑貨店までほぼ1（氾％ロシア語を併記しロシア語を話す市民も多い。異能江
の中州の自由貿易区にある大黒河島国際商貿城は、口岸に最も近いロシア人
向け大型ショッピングセンターである。日用雑貨、家電製品を中心とした店
写真2－7　黒河市街
舗が入居している。
隣接してもう一棟の大型商業施設が建設中である。極東ロシア地域では日
用雑貨や電化製品の価格が高いこと、一人当たり即キロ以内の手荷物は免税
扱いであることから、ロシア人の購買需要はまだ続くとみているのであろう。
現在、黒河とプラゴヴェシナェンスクを橋で結ぶ計画が進められている。
中国側は鉄道部と交通部、ロシア側は運輸局とも架橋プロジェクトについて
は合意しているが、道路専用橋にするか道路・鉄道併用橋にするのかで協議
中である。中国側としては世界破大の埋蔵量とされるシベリアの鉄鉱石鉱床
にアクセスするためには、鉄道の接続を望んでいるものと思われる。
黒河辺境経済合作区
黒河辺境経済合作区は1992年に国務院の批准を受けた国家級の辺境経済合
作区である。ロシアとの径済交流と輸出向け工業の発展を目指している。計
画総面積は41．6平方キロ、5つの基地を設けることとしている。すなわち、
①基礎原材料加工区（計画面積1．8平方キロ）　②西南工業区（同じく3．1平
方キロ、対ロシア輸出入加工）　③国際物流区（6．67平方キロ、米国資本が
参加）　④石化工業区（20平方キロ、ロシアから輸入する原油の精製・加工
基地）　⑤黒竜江大橋橋瑛区（10平方キロ、プラゴヴェシチェンスクと橋で
つながる多機能産業区）である。
黒龍江省では、黒河を「蛤大斉工業回廊」の原材料基地として位置づけて
おり、新興基礎原材料加工区がその役割を担う。地下資源棟の開発・調達に
ついては次のようである。新興基礎原材料加工区では、7社が立地し年間約
10万トンのシリコンを生産している。鉱石30万トンは黒河市域およびその他
の黒龍江省内、吉林省から三分の一ずつ調達している。
銅については、黒河市区から酉へ約2∝）加のところに銅鉱山「多宝山」が
ある。推定塩蔵量は8，400万トンで貴州、雲南の銅鉱山に次ぐ規模であると
される。現在、国有企業の西部鉱業、黒龍鉱業、民営企業の紫金鋼業の3社
が採鉱を始めており、さらに製錬、二次加工に向けてインフラ整備を進めて
－62－
いる。
中国側のロシアでの資源開発については、アムール州の鉄鉱石、リン、石
炭、原油の開発に関与している。鉄鉱石は採掘権を購入、リンは近く採掘を
開始する予定である。原油は一部の採掘権を購入済みであり、05年にロシア
を名義上の筆頭株主とする合弁会社を設立、中国企業が全額出資し採掘がは
じまっている。
基礎原材料加工区
基礎原材料加工区は、黒龍江省の原材料基地として黒河辺墳経済合作区に
整備し鉱石の製錬、一次加工を行う工場を集積させた産業区である。市中心
部から南に9km、第一期80haを造成し8社が操業中、1社が建設中である。
このうち7社はシリコン等の製錬、加工を手がけている。
加工区に立地する最大のメリットは、豊富な電力を格安で供給される点で
ある。製錬をはじめとする鉱産資源一次加工には膨大な電力が不可欠である。
辺境経済合作区は似年にアムール川と15年間の電力購入契約を結んでいる。
ロシアはアムール州内のアムール河（黒龍江）支流に発電能力330万KWHの
2つの水力発電所を持ち、年間約就ト60億KWHの電力余剰が発生していた
写真2－8　黒河辺境種済合作区基礎材料加工区
車iこ・　　テL川旺・新
ことから中国への電力輸出プロジェクトが成立した。
ロシア側から0．2元／KWHで購入した電力を加工区内の企業に0．25元／
KWHで売電している。吟ホ濱の電力価格が05元以上／KWHと較べほぼ半
額となる。
基礎原材料加工区では、珪素（シリコン）、棚素（ホウ素）をはじめ炭化
カルシウム、マンガン、アルミニュームの製錬に力を入れるとともに、一次
加工から得た素材の二次加工まで展開したいとしている。同時に環境に配慮
した工業区を目指し、ノルウェー企業の環境保護技術を導入する計画がある。
日系企業についてはシリコンや鍋の製錬、二次加工技術に期待を示している。
黒河正典磨科有限公司
新興基礎原材料加工区に立地する企業のひとつ、黒河正輿磨科有限公司
（以下正輿磨料）は一次原材料である炭化瑚素（ホウ素）の生産を手がける。
当社は大連市に本社を置く大連正典磨料有限公司が75％、昭和電工OBで大
連に長く滞在経験がある日本人個人が25％を出資する合弁企業である。登録
資本金は1，伽0万元、現在までの総投資額は1，5（泊万元、設備を順次拡大し最
終的には総投資額2，0∞万元となる見通しである。
大連正輿磨科は黒龍江省牡丹江にシリコン加工工場を開設し、さらにシリ
コンや炭化瑚素の需要の拡大に応じて03年に遼寧省営口市にも工場を増設し
ている。しかし、両工場とも立地条件や原材料調達の面で規模拡大すること
が難しいことから、06年に黒河の電力優遇策に着目し進出し07年初より炭化
棚素塊の試験生産を開始した。計画生産能力は1，0㈱トン、大連港を経由す
る日本向け輸出を中心に5，0伽万元の売上げを見込んでいる。
炭化棚素塊の原材料は、製品単位重量当たり棚酸75％、石墨（グラファイ
ト）15％、石油焦（コークス）15％を混合したものである。棚酸はロシア、
石墨は牡丹江、石油魚は大慶、無順から調達している。2，0㈱度以上の熟能
力を持つ専用電気炉4基を飢時間稼働させている。ワンチャージで約8∝I掬
（製品部分は約650kg）、純度98．5％の炭化ホウ素塊の生成が可能である。
－64－
炭化棚素の特徴は高い硬度と耐熱性に優れる点である。粉砕し高温高圧下
で粉末成形することにより、さまざま製品に加工される。例えば、核反応炉
の制御棒ケース、放射能遮蔽材、溶鉱炉の耐熱摩耗材、航空機機体材、防弾
チョッキなどに用いられる。
希少資源の炭化朋素の価格は1トンおよそ1万ドル。主要消費国の米国、
日本、ドイツではほとんど生産されていない。中国では牡丹江に炭化棚素工
場が集中し、河南省にも同業会社があるが二次加工の技術はない。
今後、二次加工にも展開する構えである。日本企業の資本参加や二次加工
事業への参加を歓迎するとし、特に設備、資金、技術面での協力に期待を示
している。
写真2－9　黒河正輿磨料有限公司
河盛泰桂業有限公司
新興基礎原材料加工区に立地する黒河盛泰桂業有限公司（以下、黒河盛泰）
は、萌江省杭州市に本社を置く盛泰社業有限公司が1∝）％出資子会社である。
盛泰珪業は1978年にもと国有企業従業員が設立した有機シリコンを生産する
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個人企業であった。その後発展し寧汲市に2つの工場を配置し、さらに平潮
市で不動産業に展開、資本金20億元の私営企業となっている。黒河・ブラゴ
ヴェシチェンスクをつなぐ「黒竜江大橋」（仮称）プロジェクトにも資金投
資している。
加工区の豊富で安い電力と原材料の調達条件からみて妬年5月に黒河に進
出し黒河盛泰を設立した。登録資本金5，0㈱万元、従業員5（船人のうち萌江省
からの技術者を含めた50人は黒龍江省外からきている。08年中にさらに
5，∞0万元を増資し従業員1，∝氾人、工業用シリコン年産6万トンに拡大する
予定である。工場は計画生産量を達成すれば全国1、2位の規模となる。
主原料のシリコン鉱石は、約50％を比較的純度の高い吉林省産を手当てし、
残りは黒龍江省、遼寧省より鉄道およびトラック輸送にて調達している。1
トンの精製シリコンを生成するためには2、2．5トンのシリコン鉱石および
還元剤として木炭および石油焦を必要とする。
生産工矧はシリコン鉱石を粉砕し水洗にて土砂など不純物を取り除く。ワ
ンチャージ3トンの電炉4基に鉱石、木炭、石油焦を投入し1，700～2，500度
に熟し籍解し精製シリコン塊を得る。1トンの精製シリコンを生産するのに
約1．3万KWの電力を消費する。
工場棟の横に鉱石と木炭が野積みされている。工場内では、炉上部の開口
部周辺は熱が拡散し近寄れないため上半身裸になった男たちが長い柄のス
コップで木炭を投入している。炉の熱効率は悪い。建物内の換気が充分でな
いため先が霞むほどの粉塵が舞う厳しい作業環境である。工場は24時間操業、
現場作業員の作業員の基本給は1，∞0～1，5㈱元／月と黒河市の水準からみる
とやや高めである。
現在、黒河盛泰で精錬するシリコンは年産約3万トンであり、2万トンを
薪江省の本社に送り二次加工を行う。1万トンは三菱電機のグループ企業
（電子部品関連）や新月化学工業（有機シリコン関連）など日本および米国
に輸出している。当社の産出するシリコンの工場出荷価格は国際市場価格と
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ほぼ同じ11，5榊元／トンであることから、売上高は約3億3，500万元と推定
される。原材料を安定価格で調達する一方、製品は値上がり基調にあること
から、初年度は売上高の約10％（約3，350万元）の利益を得たとする高収益
企業である。
写真2－10　黒河盛泰建業有限公司
黒河市魁星嘩酒「
黒河市魁星嘩酒「（以下、魁星哩酒）は市郊外に位置する黒河市唯一の
ピール製造会社である。1975年、地方国有企業として創業、96年に老朽化し
ていた設備の更新を目的に経営幹部と従業員による株式合作制企業に転換し
た。その後、燕京ビールで生産技術を学んだ工場長（現董事長）が赤字経営
を続けていた当廠の株式をすべて引き受け、2000年に登録資本金1，000万元
の民営企業（実質的には私営企業）に転換している。
従業員150名、工場数地面種別，鵬Orが、生産能力15，000キロリトルの設備を
保有する。麦芽度数10、11、12度のカンビール70％、樽生ビール30％の商品
構成で年間7～8，0㈱キロリットルを販売している。ビール主原料のうち大
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麦はオーストラリア、液体ホップはドイツより輸入している。
青島、瞭ホ濱、燕京（北京）ピールが競合商品だが、輸送コスト差による
価格競争優位にて、ここ10数年の黒河市での販売シェアは第1位を維持して
いる。生産能力の余剰をロシア輸出に向けようとしたが、ロシアの輸入ピー
ル関税が封％から200％とされたため、今後は黒河市200km圏内の市場をこま
めに開拓していくこととしている。
写真2－11黒河市魁星嘩酒「
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第3章　牡丹江市の地域産業開発と企業25）
第3章では、異能江「辺境」地域のうち、アジアとヨーロッパを結ぶ主要
な陸上ルートとなり得る旧東浦鉄道（硯濱緯線）・道路と延吉と佳木斯を結
ぶ鉄道・道路の結節点となる牡丹江市の企業に注目する。
対．ロシア貿易から牡丹江を代表する私営企業に成長した2社、地方国有企
業改革に成功した1社、域外および海外（日本、韓回）から誘致した3杜、
地場資源を活用する企業群のロシア市場や国内市場への取り組みを報告する。
日本企業の異能江省への進出は多くない。進出を確認できたのは32件であ
る。最初に進出したとみられるのは、1986年にサッポロホールディングと群
馬友好貿易と中国側の合弁によるピール大麦の種子開発、農畜産加工品の製
造販売事業である。群馬友好貿易は1950年代の日中友好運動に尽力した創業
者が66年に設立した「友好商社」であり、吟ホ濱では飼料用牧草、割り箸事
業にも投資している。
岩谷産業の大慶での切断用ガス製造販売事業（1993年）、朝日食品容器の伊
春での割り箸加工販売事業（1996年）のほか投資先のほとんどが喰ホ濱であ
る。
「辺境」には3件の進出が確認できる。双鴨山でのサッポロホールディン
グと群馬友好貿易のビール大麦種子開発等の事業、鶴岡での双日の精米事業
（1977年）、牡丹江でのダイヘンの溶接機製造販売事業（1977年）である。ダ
イヘンの事業については、本章で詳述する。
投資分野では農林畜産資源や石炭など地域資源分野に16件、黒龍江省の重
化学工業関連分野（切断用ガス、溶接機、切削工具、自動作用エンジンなど）
が4件、ソフトウエア関連分野が4件、土木建設分野2件である。
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表3－1黒龍江省の主要日系企業
金策各　　　　　　　日本領放資着（出資比率　所在地進出年　賀本金　　　　　　事業内容
紅日複子実秦有限公司
脆江飼革有限公司
唸ホ蹟桂馬風普粟有限公司
無題江静思頼信息技術有限公司
唸加持五郎剥刀有限公司
大慶岩谷気体横長有限公司
黒飽江隆倉富食品有限公司
吟相姦永乳品有限公司
唸ホ濱伊都錦時褒有限公司
唸桐瞳宇工員有限公司
恰ホ濱黍大電元有限公司
累随江荘安青果右腹公司
唸ホ蹟東海電瑞有限公司
瞼水沫北友土木工程開発有限公司
黒能江北隆食品加工有限公司
黒能江化血研生物技術有限公司
究能江興友木葉有限公司
蛤か濱川田工程技術透視有限公司
唸ホ濱一城供水建設有限公司
祭髄江新銘精米加工有限公司
牡丹江OTC溶接撲有限公司
吟ホ浅草連立田沢単眼務有餓公司
吟ホ濱神長緻磋銅科有限公司
培ホi揺安江車発動債製造有限公司
男髄正利航汽車遠縁有限公司
サッポロホールディング（（筋
詳馬友好貿易（25
群馬友好貿易（茄．7
位藤木赦工業（和
群馬友好貿易畑
東京イースト髄
高木デルタ（1（巾
岩谷産姜・中国儀括会社（372
ニシフミートほか（あ
森永乳寮ほか（糾．4
イトキン（70
ホシノ（1∞
電元オートメーション（51％
九黒庄内青果（棚
ピコナレノジ伽
キクノク（1㈲
道北協同飼料販売ほか（帥
化学及血清療扉陀所㈱
朝日食品容昏
目測テクノシステム
ー城（鮎
及日（為
ダイヘンはか　側
豊田通商（馳
プロミスの投資法人
三菱自動車ほか（即
酒田陸海運産道ほか（4g
ピール大変の棲子開発
農畜産加工品製遥販売
培ホ濱1髄8　2㊦万元　飼外周牧草製造販売
喩布濱1労1　％7万元　割り箸加工・販売
喩ホ濱1労2
唸払渡1努3
大慶　193
喰ホ濱1捌
唸ホ渡1蝉
唸ホ濱1親
槍ホ濱1捌
吟ホ腐1約5
槍ホ濱1鮎
喰ホj京l泊5
時か潰1粥5
唸ホ溝1鮎
喰的賓19妬
伊巻　は姫
瞭ホ濱1鮎
喰ホ沃1⑩7
51万ドル　ソフトウエア受託開発
10万ドル　彫刻刀製遥・販売
795万元　切断用がス製造・販売
4朗万ドル　鶏肉、鶏肉加工品製造　廠売
1．洪0万ドル　育児乳鉛の製造・販売
2億万ドル　衣料品製透・販売
167万ドル　精密切創工具製造・販売
15億円　全自動魔笛卓製造
3お万元　シイタケ生産・加工・販売
劉万元　　パッケージソフト開発
土木および施行工事
1，8労万元　ソーセージ、ハム、ベーコン製造
7加万ドル　動物用ワクチン製造・販売
弘万ドル　割り箸加工・販売
3，蠍）万円　舶用CADソフト開発
14万ドル　上下水道施段・建段
鶴岡　1野7　6．8的万円　精米率葉
牡丹江1個7　4測万ドル　溶機微の製造・販売
車両部品原発・アフター
サービス
培ホ濱1個8　3．㈱万元　飼熟議加臥飼料製造・販発
唸ホ濱1努8　　5漁元　素悶車用エンジン製造・販売
瞭ホ濱19田　お万ドル　運輸染
男鹿江飽寄有機食品研究開発右腹公司及日（場　　　　　　　　蛤ホ濱　加11仰万ドル　有機農産物の晩発
男鹿江航煤鉱煮有限公司　　　　　伊藤忠商事　　　　　　　培ホ濱　御　　　　　　者の石炭企業への投資
双鴇江江藤光種油食品有限公司　　　伊藤忠仲国日駈　　　　　唸ホ濱　2（鵬　　　　　　大豆、大豆油
累飽江九三油脂有限責任公司　　　伊藤忠仲回目15　　　　唸赤旗　加偶　　　　　大豆、大豆油
北大荒＿亜経営有限責任公司　　　　伊藤忠仲剛（10　　　　喩ホ渡　鋤　　　　　穀物類委託栽培
伊藤忠快速）有限公司吟ホ親分公司伊藤忠仲国）　　　　　吟ホ濱　却川　　　　　部乗統括
吟ホ沫船軒数件有限公司　　　　　ビジネスソリューション　　　吟ホ濱　　　　　　　　ソフトウエア受託開発
資糾21世紀中国紀研縮r中国進出企業一覧狐孤朗救‖ほ徽牒瓶年　および各社1レスリリース、ホームページ
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1．ロシア市場への参入　一筆宇工貿（集団）有限責任公司～
黒龍江省牡丹江市東寧県に創業した華宇工貿（集団）有限責任公司（以下、
華宇工貿）は、対ロシア貿易とロシアへの直接投資によって、中国「辺境」
地域に登場した国際中堅企業である。貿易、運輸、自動車修理、旅行、製材、
家具製造、建築、ミネラルウオータ製造、養豚・蔓鶏、農場経営、ホテル・
飲食など17社の傘下企業を擁する。資本金1億元、固定資産総額約2．8億元、
従業員数約1，800名の牡丹江を代表する成長企業である。
2∝格年の輸出入総額（約5．1倍元）は黒龍江省の民営企業第一位、輸出額
では全国民営企業「百強」に数えられる。企業設立から08年までの納税額累
計は約9．8億元に達し、東寧県第一位、黒龍江省民営企業上位測社に入って
いる。
華宇工貿の発展経緯
黒龍江省はロシアと3，088kmに及ぶ国境を接し15カ所の陸上「口岸（国
境通関点）」を持つ。このうち、黒河＜Feihe＞一プラゴベシチェンスク
くBlagoveshchensk：布拉文雄申斯克＞、綴芥河＜Suifenhe＞－ポグラこチヌイ
くPogramchnyy：波格拉尼奇内＞は古くから開かれたロ岸として知られる。華字
工賓の立地する東寧くDon卯ing＞の三合口国家江口岸とポルタフカ
くくPolta，ka：科ホ福夫辛＞＞間は1990年5月4日に開かれた中ロ貿易の通関点
である。
東寧県ではロ岸開通を契機に約1，4（泊社にもおよぶ貿易会社が叢生した。
91年12月のソ連邦崩壊にともなう生活物資需要に応じて衣服、靴などの軽工
業品を輸出し、化学肥料、鋼材などを輸入する東撃はロシアおよび独立国家
共同体向けの中国最大の靴類集散地となった。
牽宇工貿の董事長、紀文両氏は1957に東寧県に生まれ、鏡政府の運転手、
国営農場、人民解放軍を経て東寧県車輌隊隊長を務めたのち、91年に資本金
50万元、従業員5名で東寧県所属の貿易会社を設立した。
他の多くの貿易会社と同様にアパレル製品、靴、食品を輸出し木材などを
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輸入する「辺境小額貿易」26）を営んでいたが、中国の電力産業の発展にとも
ない変圧器の需要が急増すると考え、ロシアの三大製鉄所㌘）の一つ、ノポリ
ペック製鉄＜NovoはpetskSteel：新利侃茨克鉄鋼公司＞の珪素鋼板を扱う中国総代
理店契約を締結した。代理店契約を獲得するまでの3年間の信用形成過程と
その後の安定輸入に至るまでの紀氏の取り組みは、ビジネス・フロンティア
を開拓する企業家の物語として語り継がれている却）。国産の珪素鋼板に比べ
品質が優れ価格が安いノポリペックの珪素鋼板は、全国600社以上の変圧器
メーか－が採用するものとなり、華字工質が資本蓄積をすすめるうえで主力
商材となった。
華宇工貿は地方国有企業改革において98年に株式制民営企業に転換し業態
を拡張していく。「東寧華字国際旅行社」はウラジオストクくVla血vostok：符拉
逮沃斯托克＞に中華レストラン「帝王酒店」を建設して中国人向けウラジオス
トク観光ルートを開拓した。現在、同社のツアーでウラジオストクを訪問す
る観光客は年間2万人を超える。市内には建築面積約2，300Iがのホテル「好望
角賓館」を09年に開業し、また、13年の開業を予定する計画投資額約3，5∞
万ドル、建築面積約17，Ⅸ）0㌦、10階建て400室のホテルとビジネスセンター
を併設する「新千年賓館」を建設中である。
また、経営不振に陥っていた東宰県所属の運輸会社を05年に買収し「華字
国際物流」として経営を立て直した。中啓開の通行認可を得た40フィートコ
ンテナトラックを所有あるいは専属契約し、年間約3万トンの貨物を扱って
いる。取り扱い貨物の多くは当社の中露貿易財である。
中産間の貨客輸送能力を手にした当社は「東寧華海木葉」「華宇建築安装
工程」「華字倉儲」を創業しロシア側での製材、家具製造に展開する。以前
は年間3～5万トンのロシア原木を輸入し東撃で製材、家具製造を行い中因
国内販売とロシア輸出を行った。日本への合板の輸出もあった。しかし、ロ
シア側の原木輸出規制鮒がはじまったことから、ロシア側の森林伐採権を
獲得し、ウスリースク＜Ussuriysk：烏蘇里斯克＞に製材工場と家具工場を建設
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し中国へ製材輸出、ロシアと韓貫へ家具販売・輸出する事業形態に転換して
いる。
写真3－140フィートコンテナけック㈱年）　写真3－2　ウスリースクの製材工場（10年）
国内最大のロシア向け靴の集散地を形成した東事では、ロシア側の靴完成
品への輸入関税15％と1足あたり0．7、1．4ユーロの追加課税により仰％以上
の貿易会社が倒産・閉業に追い込まれた。当社は中国各地からロシアの輸入
関税が5％の中間財（アッパー、ソール、ヒール、芯材、接着剤や塗料など
の副資材）を東牢に集め、ロシア側で完成品にしてロシア市場に供給するビ
ジネス・モデルに転換している。
ロシアで産業団地を経営
貿易と直接投資により対ロシアビジネスを切り開いてきた華宇工貿は、鋸
年に東寧口岸およびロシア沿海州ウスリースクからそれぞれ約30kmにある十
月区で産業団地建設に取り組んでいる。産業団地は「俄羅斯華宇経済貿易合
作区（華字跨国工業園区）」と称され、土地使用権面積約473haを購入し、産
業団地計画面積約120ha、計画建築面積25万平方メートル、総投資額約16億
元を予定している。
既に「十月区工業園一区（約6ha、靴、窓枠、彩色鋼板、自動車修理な
ど）」「十月区工業園二区（約12ha、製材、集成材、床材、家具など）」「弐連
金木材加工区（約12ha、製材、木質ペレットなど）」が完成している。
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「：先達金木材加工区」の製材工場は、以前、ロシア企業が経営していたが、
体制崩壊後、管理者がおらず操業を休止していたものを買い取った。東寧県
の製材工場で使用していた製材設備を移転し他年に操業を開始した。約300
加先の森林伐採権を獲得し松、柳の原木を年間約20～25万立方メートル製材
している。ロシアの森林資源は豊かである。しかし、伐採権を持つロシア人
はそれを伐採する労働力、機材を動かすための燃料調達資金が不足している
ので開発が進まない。当社は工場に持ち込まれる原木の良否にかかわらず伐
採、搬出にかかるコストをドルあるいはルーブルの現金で前払いし原木の安
定調達を図っている。この点、先行進出した日本企業は持ち込まれた原木を
チェックしたあとの支払いであったので、安定調達ができなかったとされる。
加工した板材は中国に輸出するとともに、「十月区工業園二区」の工場で
床材、家具に加工しロシア市場に販売している。工場は以前、ウスリースク
の食肉加工工場を買い取ったものである。また、製材や家具製造工程から出
るオガクズを木質炭化ペレットに加工しており日本に輸出したいとしてい
る討）。約170名の従業員は労働認可を得た中国人であり、ロシア人従業員の
姿は見えない。「俄羅斯華宇経済貿易合作区」の各産業同地には約1，300名が
就業しているが、ロシア人は約300名に留まっている。製造工程でのロシア
人の就業者は少ない。
さらに、トウモロコシ、大豆、小麦を栽培する「華森農場」を経営してい
る。そもそも「俄羅斯華字経済貿易合作区」で働く従業員の食料確保を求め
たものであったが、榛東ロシア地域への食料供給へと事業が拡大し㈱年は約
5，200haに作付した。栽培地の温度差があるウスリースク産小麦は高品質評
価を得ている。
01年から事業を開始した「食肉養殖基地」は養豚畜舎約20，0㈹平方メート
ル、年平均1．5～2万頭を飼育するロシア極東地域最大の施設となっている。
同基地の養鶏場約2，500平方メートルでは鶏約2万羽、家鴨約1万羽を飼育
している。
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「華森農場」「食肉養殖基地」の事業は、当社がロシアに進出する過程で
従業員の安定的な食料調達が必要だったところに靖を発している。91年のソ
連崩壊後しばらくは、進出した外資企業が外部経済から食料や飼料を調達す
る仕組みはなく「何もなかったから全部自分でやるしかなかった」のである。
写真3－3　養豚畜舎（10年）　　　　写真3－4　養豚、養鶏の飼料（10年）
ロシアの消費財市場への参入
産業団地で産出した産品は、極東地域の約5Cの万人の都市消費市場を中心
にしてロシア国内市場で販売されている。そのなかでロシアでの年産約
2，0（泊万足の靴生産と市場参入の仕組みは次のようである。
企業の海外直接投資は投資主体の有する比較優位の発揮として理解できる。
靴を巡る「辺境」ビジネス・モデルは、牡丹江企業（華宇工貿）と温州靴産
業（企業）とロシア市場（消費財不足、高関税）の三者で構成される。
90年代から国内販売および欧米市場などへの輸出で成長した漸江省等の靴
産地では、供給能力の過剰が発生し中国国内販売および輸出において競争力
が低下する比較劣位企業が現れた。消費財の不足するロシアなど新たな輸出
先を求めたのだが、ロシアの輸入高関税を超越するビジネス・モデルを実現
することができなかった。ロシアでの生産・販売ノウハウのない温州の靴
メーカーは製造設備、従業員をパッケージにして靴生産事業を華宇工貿に委
託し加工賃を得る経営スタイルを選択した。
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漸江省、広東省、福建省の靴産地で売れ筋から外れた靴の中間財を安く買
い付け、東事の華字工貿の倉庫に集める。東事の倉庫からウスリースクの組
み立て工場ラインまで、認可トラックへの荷の積み替え1E】、通関1日、工
場での荷降ろし1日の3冒間で輸送できる。専属契約している40フィートコ
ンテナトラック1往復につき、車両所有者に5，∝IO元、運転手には2，（X氾元を
支払う。
01年に操業を開始した「十月区工業園一区」の組み立て工場で「Madein
Russia」として完成品にし、ロシアの温州商人ネットワークを通じて1，の0
ルーブル（2∝）元）前後でロシア市場に販売している。
一方、ロシアでは消費財需要が拡大し多様化するなかで、国内メーカーか
らの供給が不十分であるという事情があった。靴完成品に対する輸入高関税
政策によって国内靴メーカーの保護・育成を図るとともに、外資靴産業の投
資を呼び込もうとした。外資靴産業を導入したものの、その事業経営や生産
工程にはロシア資本やロシア人は関与していない。ロシアの消費財産業育成
といった観点からは、今後、部品加工業の発生・成長がともなわないならば
地域経済への波及効果は限られたものとなろう。
紀氏は、東撃からすれば「外国」ともいえる温州の靴メーカーの事情とロ
シア市場の需給ギャップを「辺境」ビジネス・チャンスとしてとらえた。中
間財の調達、物流、通関、中国からの出稼ぎ労働者のロシアでの労働認可取
写真3－5　靴の中間材（09年）　　　写真3－6　ウスリースクでの組み立て（1脾）
得31）、従業員の住宅、食事、保険などの労働環境を整え、比較劣位を抱えた
中国の靴メーカーをロシアへの移転させることで、ロシアの靴産業における
比較優位を再発揮させたのである。
そして、華字工貿はこれまで「ロシアの現場」で蓄積してきたロシア地方
政府、企業等の「人脈」、対ロシア貿易の実績を優位性として発揮したので
ある。
対ロシア事業での優位性の拡張
ロシアが市場経済システムに移行して以来20年間、中国、韓国、日本など
の企業が対ロシア事業に挑戦してきた。東寧で対ロシア貿易に取り組んだ
1，400杜もの中国企業で現在、生き残っているのは5％にみたないとされる。
ロシア木材関係の事業では日本企業の進出が早かったが多くは撤退した。一
部が成功し多くが撤退したのである。
撤退せざるを得なかった理由として「公権力に賄賂が必要だ」「許認可手
続きが不透明だ」「法律、制度が頻繁に替わる」「契約を守らない」「従業員
の労働意欲が低い」などと語られることがある。体制移行期には、こうした
事象は多い。
中国企業の華宇工貿は難しい対ロシア事業展開を切り開き、国際中堅企業
へ成長したのである。その事実を見つめ、成長の理由を考える必要がある。
華宇工貿の場合、創業者・紀文南氏が移行期のロシア地域や企業との間で
「裏表に浸透する信用力」を形成したことが企業成長の源泉であるように思
う。
そして、当社の対ロシア事業が今後さらに展開・発展するためには、紀氏
の構築した「信用力」を華字工貿として継承すること、当社の優位性を日本
や韓国など海外企業の対ロシア事業に連動させることがポイントとなろう。
紀氏は「今のところ日本や韓国の企業が単独でロシア・ビジネスに取り組
むのは難しいであろう」と語る。そして「中国のロシア事業経験」「日本の
加工技術」「ロシアの市場」を組み合わせるところに新たなビジネスを展開
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したいとしている。日本の国際中堅企業が黒龍江省と極東ロシア・ウラジオ
ストクとの間のビジネスネットワークを構築している華字工貿と、それぞれ
の優位性を組み合わせた事業が期待される。
2．辺境貿易から国家プロジェクトへ　～黒竜金躍集団～
黒竜金運集団（以下、金躍集団）の前身は、寧安市出身、1961年生まれの
金春学氏が東寧口岸開通前夜の89年に28歳で創業した対ロシア貿易を行う商
社である。東寧口岸の開通にともない叢生した1，400社を超える「小額辺境
貿易」会社と同じく中国側からアパレル製品、日用雑貨などを輸出し、ロシ
ア側から鉄鋼、鋼、アルミニュームなどの輸入を手掛けた32）。
10年間の貿易ビジネスで資本を蓄積し、99年から不動産開発へと事業転換
を図った。牡丹江駅前の市街地再開発、牡丹江対岸の江南新城区建設は05年
頃から取り組まれ、金躍集団の不動産開発ビジネスは急拡大した。さらに、
レーザー・キーボードや太陽光発電事業、農場開発といった事業を展開して
いる。
不動産開発
当社が手がけた不動産開発は、牡丹江市の「旧市街地改造プロジェクト」
にともなう商業・業務施設や高級マンション建設である。駅前商業・業務施
設については、駅前メインストリートの地下商業モール（店舗用面積約8，5（泊
が）、日本聴合計画研究所刀）に設計委託した「金地数碍城（5階建て、商用
占有延べ床面積約7，500nf）」がある。パソコンなど電子製品や電子部品を扱
う店舗が入居し牡丹江の「電子城」となっている。
高級マンション建設については、旧市街の改造計画で取り壊しとなった住
宅の跡地を大区画にまとめ、牡丹江市民をターゲットにして販売を行ってい
る。例えば「麓水盤水・金水湾」エリアに敷地面積約2．4万haに19、30階建
て、延べ床面積約9．8万㍍の高層住宅を建設中である。市街地にあるマン
ションの分譲単価は、10年前は1，200～1，300元／ガであったが、現在、約
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3，0仰元／ポほどになっている。当社では1，000元／誠で土地使用権を購入し、
分譲価格約5，0の元／ポの高級マンションを建設・販売している。予約販売
の売れ行きは順調だとしている。
写真3－7　牡丹江駅前（05年）　　写真3－8　牡丹江駅前（10年）
注：左手前に旧市庁舎がある　　　注：市庁舎跡地に大きなピルができている
レーザー・キーボードの製造・販売
レーザー・キーボードは、レーザー光で机の表面に映し出した映像キーに
タッチすることで入力できる装置である。金躍集団と米国の韓国系企業「セ
ルオン＜妾路思＞」社がそれぞれ51％、49％を出資し07年に中米合弁企業「黒
竜江賽路恩電子産品開発有限公司」を設立し、米国企業が保有するレーザー
・キーボード技術の特許を購入して製品化したものである。米国で製品設計、
試作を行い「celluon」ブランドとしてラスベガスの展示会に出展したところ
各方面から注目され、年間5万台ほど生産し欧米市場で販売してきた。米国
での小売価格は200ドル前後である。製品組み立ては台湾、韓国等の部品を
集め別深のEMSメーカーに委託している。
09年にDELLが注目するところとなり、10年から年間約100万台をOEM
生産し、DELLのグローバル販売ネットワークに供給することとなった。
「金太陽モデルプロジェクト」
金躍集団の太陽光発電事業は、中国政府のエネルギー政策罰）に応じたも
ー79一
のである。脚年3月に中回財政部と住宅・都市農村建設部は「太陽光発電建
築応用の加速に関する実施意見」と「太陽光発電の建築応用の財政補助金管
理暫定弁法」公布し建物一体型太陽光発電や太陽光屋根に対する財政補助金
の給付を開始した。
これに続き、2～3年で5（泊メガワット以上の太陽光発電事業を加速する
ために、同年7月に中国財政部、科学技術部、国家能源局は「金太陽モデル
プロジェクト財政補助資金管理暫行弁法く金太陽示範工程財政補助資金管理暫行耕
法＞に基づき「金太陽モデルプロジェクト実施に関する通達＜関干実施金太線示
乾工程的通知＞」を公布した。特に「家庭用系統連係型太陽光発電」「大型系統
連係型太陽光発電」「独立型太陽光発電」のモデル建設事業に重点を置き、
総投資額の∽～70％を助成することとした。
金躍集団は他年に韓国の太陽電池モジュールメーカーの株式を70％取得し
経営権を起っていることから、こうした国家プロジェクトに反応し「20メガ
ワット太陽光発電所建設計画」を立案した。
当社の太陽光発電所建設計画は、牡丹江市中心部から南西にある鏡泊湖北
部に約42平方キロの敷地に5メガワットの太陽光発電プラントを4基建設す
る事業内容である。計画総投資額は約7億元、そのうち自己資金2．2億元、銀
行借り入れ1．3億元、国庫補助金3．5億元。年間約6，0船方元の売電収入を期
待し25年間で償却する計画は09年9月に牡丹江市の認可を得て「2010金太陽
モデルプロジェクト」に申請した。
当社の計画は、10年に全国で認可となった83プロジェクトのなかで黒龍江
省唯一のプロジェクトとして採択された。事業規模は半分に縮小し総投資額
約3億元、国庫補助金1億5，脚0万元、自己資金4，5棚方元、銀行借り入れ1
億500万元である。既に工事を着工しており、10年末には発電を開始する予
定である。今後、発電施設の規模を拡大していくが、発電効率のよい日本の
太陽電池モジュールの導入や日本メーカーから周辺機器脚の技術導入をし
たいとしている。
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ハウス農場閑発
太陽光発電の規模拡大に応じて、その電力を活用する予定のハウス農場パ
イロットプラントを運転している。冬季が長い黒龍江省では栽培が困難な作
目が多い。ハウス農場を太陽光発電の余剰電力を用いて冷暖房することによ
り、域外より移入している作目の栽培を可能にしようとしている。
例えば、牡丹江で販売されるイチゴは大連から陸送され価格も高い。当社
のパイロットプラントでは冬季のイチゴ栽培実験を行っている。ハウス農業
用の空調設備システムは日本メーカーの設備とノウハウを導入する計画であ
る。
写真3－9　実験ハウス農場（10年）
ロシア辺境貿易を行う中小企業からスタートした金躍集団は、20数年の間
に不動産開発、レーザー・キーボードの製造・販売、太陽光発電事業、ハウ
ス農場開発と事業領域を拡張してきた。それぞれの新事業への展開は、国外
の市場、ブランド、新技術、ノウハウなどを取り入れ、素早い意思決定と投
資で成長した。
－81－
新たな市場が拡張している中国にあって新事業展開のチャンスは多いが、
同時に多くの企業が市場に集中し費争も激しい。この点、「辺境」地域内には
相対的に競合企業は少なく、国外の事業要素と関わらないと成長しにくい経
営環境を経験してきた金躍集団は、「辺境」地域外の企業が敬遠するあるいは
対応できない「辺境」の事業条件をもって優位性に転換しているのである。
「辺境」地域は、新たな価値を生み出すチャンスのある魅力的な地域でもあ
るのだ。
3．国家プロジェクトの誘致　～始月清美肉業股紛有限公司～
牡丹江市では肉牛の肥育を奨励し肥育農家も増加していたのだが、多くは
生体のまま市外の食肉メーカーに供給する状態にあった。肥育農家の販売
ルートは肉牛流通業者に限られ価格の交渉は輯難だった。牡丹江市は農家が
産出した農畜産品を一次産品で城外に移出するのではなく、域内で高次加工
し付加価値を高めるとともに、安定した農家の生産、流通体制を導く「龍頭
企業」の進出を求めていた。
牡丹江市および穆稜市政府は、培月清其肉業股紛有限公司（以下、暗月集
団）との協議を重ね、穆横経済開発区に「黒龍江省略月肉牛系列加工プロ
ジェクト」を誘致した。誘致に成功したプロジェクトは、培月集団の「暗月
現代肉牛産業総合加工プロジェクト」の一環で取り組まれたものである。
肉牛の屠殺、牛肉生産、牛肉加工食品、生体誘導品、有機肥料などの施設
群を05年に着工した。この施設は年間屠殺能力20万頚、各種牛肉4．8万トン、
牛肉加工食品1万トン、生体誘導品生産100トン、有機肥料2万トンの生産能
力を持ち、国内第二位の規模の肉牛生産・加工・流通基地となる。
長春の食肉メーカーとの合作
培月集団の前身は1998年、長春市に創業した個人企業、2（欺）年から操業を
開始し輸出によって急速に成長した。イスラム教の教義に則った食肉処理と
加工品「清真肉」によって中東諸国はじめイスラム圏を中心とする23カ国へ
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輸出を伸ばし、全国の牛肉および牛肉加工食品輸出の約半分を占めている。
07年の輸出額は約5，6（刀万ドルに達した。
牧畜養殖業、飼料加工業、食品加工業、生化学製品業、皮革加工業、有機
肥料加工業の6事業分野を経営し、08年の肉牛および羊の年間屠殺数はそれ
ぞれ幻万頭、30万匹、「清真肉」10万トン、皮革50万枚、飼料生産30万トン、
有機肥料10万トン、生体誘導品1，200トンとなる。
培月集団は中国を代表する食肉企業として注目され「暗月現代肉牛産業総
合加工プロジェクト（総投資額約20億元）」は、「東北地区等旧工業基地振興
戦略」36）の第一期計画に位置づけられている。
写真3－10　建設中の食肉プロジェクト（05年）
4．中小国有企業の再建　～基業紡織有限責任公司～
基業紡織有限責任公司（以下、基業紡織）の前身は10，000錘の紡績機を備
えた牡丹江市所属の地方国有企業として、文化大革命中の1975年に創業した。
93年に国有企業改革の一環として中小国有企業の株式会社化や法人・個人へ
の売却等による改革の方向が示され、95年の「机大放小」政策により、中小
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国有企業の「改組」「合併」「経営請負」「貸借経営」「株式合作制」「売却」
「破産」等が進められた。
牡丹江市における中小国有企業改革の取り組みは、03年時点で803件あり、
そのうち783件は多様な方式で民営企業に転換し、20件は国有企業として存
続したとされる。
基業紡織の国有企業改革の過程
中小国有企業改革の取り組みのなかで、基業紡織は99年10月、国有資産の
「売却」方式にそって経営幹部と一部の従業員212名による資産の100％買収
を行い、株式は董事長に就任した林福重民が78％、管理部門、生産部門、技
術部門の責任者と従業員212名が22％を所有することとなった。「売却」方式
による中小国有企業の民営化は黒龍江省で最初の事例である。
99年時点で基業紡織の負債率は稔資産の126％であった。国有企業「単
位」37）の基業紡織では「「単位」の資産（負債）は所属する従業員のものであ
る」「これまでの雇用と生活を維持する」ことを原則として改革に取り組んだ。
上級政府との協議によって、牡丹江市政府に対する負債は放棄されることに
なり、金融機関等への負債は約2，Ⅸ）0万元であった。
2，（X的万元の負債を抱える生産組織の「売却」入札に対して、これを買収
する者はいなかった。そこで、基業紡織の幹部、従業員が生産組織の負債を
引き受け、似年までに返済する契約を結び所有権を明らかにした。05年現在、
負債は返済し終わっている。
所有権移行にともなう社員の社会保障態勢は次のようである。住宅はその
資産評価額の約20％で分配した。地方政府財政が80％を負担していた医療保
険と失業保険を企業と個人で支払うことにした。その結果、基業紡織の社会
保険は、養老年金、失業保険、公傷保険、育成手当は給与総額の29％（企業
26％、個人3％）、医療保険は給与総額の7％（企業5％、個人2％）となっ
ている。所有権を移転（株式の分配）する手続きの過程で、林福重民は割り
当てられた出資額を払い込めない従業員の持ち分を引き受けることを約束し、
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株主となる幹部従業負の推薦を受けて董事長に就任した。
林福姿氏は55年牡丹江市生まれ、江蘇省大倉紡織件器廠の傘下にあり牡丹
江市に工場の工場長を勤めていた。97年に基業紡織の経営責任者として赴任
し、同社の企業改革を進めた。氏は現在、黒龍江省中小企業協会（会員は約
1，㈱0社）の30名の理事の一人である。
写真3－11匡】有企業を再建した林福重量事長
基菓紡織の現在と今後
中小国有企業の所有制改革6年目の05年には、従業員約2，300名、45，000錘
の紡績機と河南紡織機械廟などの織機等1，∝沿台以上の製織設備を装備し、
総資産1．6億元、年産額約1億元、納税額約350万元の中堅企業となっている。
基業紡織の主要事業は綿紡織である。黒龍江省、山東省の原綿を調達し紡
横、製織を行い無染綿布を生産し、黒龍江省の商社をつうじて韓国、アルゼ
ンチン、日本等へ輸出している。綿紡織事業は当面、利益を出せるであろう
が、原料調達先と販売先が離れており輸送コストがかかること、紡織設備が
老朽化していること、中国国内で綿布生産が過剰になっていることなどから、
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これ以上の成長発展が難しいと考えている。
今後の事業展開として、国の促進プロジェクトに指定されているリサイク
ル製紙事業に取り組もうとしている。製紙原料は牡丹江市はじめ地域の古紙、
繊維系工業の排水から剛又する繊維質を考えている。リサイクル製紙工場は
餉年に買収した中小国有企業の牡丹江紡革廟の土地8ha、従業員約250名、
リクルートする製紙技術者を活用する考えである。計画総投資額は約8，100
万元、そのうち6，㈱0万元は国庫補助金を期待している。
中国が計画経済システムから市場経済システムへ移行する大変革のなかで、
牡丹江市の中小国有企業の改革の過程と結果および今後の事業展開意向につ
いてみてきた。当社の事例からは国有企業改革は中央政府の示した「原則」
に沿いながら、それぞれの地方政府、地域産業、「単位」に所属する人々、
変革を先導したリーダーによって、最適と考えられる取り組みがなされてい
ることがわかる。
新たな態勢を構築した基業紡織は、綿紡織事業からリサイクル製紙事業に
今後の成長発展を求めるべく挑戦している。リサイクル製紙事業が最適の選
択であるか否かは今後の状況を待たなくてはならない。しかし、自らが参加
し構築した新たな企業態勢を活かし、変化に応じた企業経営に向かっている
経営者、従業員の存在は、今後の牡丹江市産業の発展にとって重要な要素で
ある。
写真3－12　紡縁工程（05年）　　　写真3－13　製織工程（05年）
5．中小国有企業の資産買収　～欧地希悍接机有限公司～
欧地希悍接机有限公司（以下、牡丹江OTC）は、大阪市に本社を置く「ダ
イヘン」の海外子会社の一社である。ダイヘンの前身となる「大阪変圧器」
は1919年に柱上（電信柱）変圧器の専門会社として創業し、34年から電気溶
接機の生産を開始した。53年、60年、61年にそれぞれ大阪、福岡、東京証券
取引所に株式上場し、変圧器、溶接機、切断機、配電機器などを主力製品と
して成長した。現在、資本金約1（氾億円、10年度末の連結従業員3，490名、連
結売上高約800億円の大手企業である。
89年にタイ、97年に中国牡丹江、03年に青島、06年に北京、09年に常熟に
生産事業所を設立している。
牡丹江OTCの設立と発展経緯
ダイヘンは泌年に地方国有企業の牡丹江無線電六厳の技術導入プロジェク
トに応じて溶接機の生産設備輸出を行った。今後の中国の溶接機市場の拡大
を見込み30数社の中国溶接機メーカーを調査しパートナーを求めた結果、牡
丹江市政府の積極的な誘致姿勢もあり、技術レベルの高かった牡丹江無線電
六廠と資本金450万ドル、日本側60％（現金270万ドル）、中国側40％（現金
100万ドル、現物出資80万ドル）の合弁企業「牡丹江OTC」を97年に設立し
た。
98年から生産を開始したが中国国内販売は赦しく、ダイヘンを経由して東
南アジア向け輸出を行い、99年には単年黒字を達成している。中国事業の課
題であった国内販売ネットワークの構築については、02年に日本独資の販売
会社「OCT机電（上海）」を設立し、09年には全国に50社の販売代理店を配
置した。04年の輸出比率は約33％、05年は約40％であったが、06年に上海江
南造船所の大連長輿島新工場向け溶接機の入札で1，7∝）台の半自動溶接機を
受注したことを契機として09年には輸出5％、国内販売95％となっている。
03年には合弁パートナー無線電六廠が「政企分離」の国有企業改革に取り
組む過程で、ダイヘンが中国側の出資分40％を買い取り、従業員の雇用を引
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き継ぎ、ダイヘン95．6％、ユアサ商事4．4％の日本独資企業となった。
07年に生産能力拡大のため牡丹江市東部の開発区に新工場を建設し08年か
ら生産を開始した。05年の従業員約140名は、09年現在187名（日本人5名）
となっている。従業員は素直で真面目な人材が多く中国東北地域の「財産」
だとの印象を深めている。05年の工場現場ワーカーの基本賃金は600元／月、
09年は1，1（氾元／月（残業を含めて1，5個ト1，600元／月）である。
工場敷地は約9，㈱0汀fから30，∞Olが、工場延べ床面積は約5，0∞雨から約
16，0仙融となり、各種溶接機の年産能力は約12，個0台から約40，∞0台に拡大
している。中国の溶接機メーカーのなかで牡丹江OTCは「唐山松下産業机
器有限公司」光）に次ぐ生産規模であるとされる。
生産、販売の状況
牡丹江OTCの設立当初、生産する溶接機の原材料・部品は牡丹江市内に
外注できる企業がなく社内で内製および日本から調達していた。09年時点で
は当社の指定のサイリスタ（直流電流を制御する半導体整流素子）などの電
子部品類は日本から輸入しているが、モーターなどの要素部品や金属加工部
品、金型などは中国メーカーから購入あるいは技術指導した牡丹江市内の外
注企業に発注している。原材料・部品購入・外注金額の約70％は中国現地調
達が可能となっている。
当社の生産する各種半自動溶接機や切断機は、上海と広州の販売事業所を
つうじて造船メーカー（上海、南通、大連、青島、広州、舟山など）、自動
車メーカー（天津トヨタ、広州ホンダなど）、車両メーカー（長春客車集臥
四方集団）、重電機メーカー（東方電機、吟ホ潰電機）、建設・建築大手企業
（橋梁、鉄骨）に販売する。
金属溶接は溶接設備とともに溶接作業者の技術・技能に依存する部分が大
きい。ダイヘン・グループでは吟ホ濱溶接研究所、上海宝山製鉄所、無錫江
蘇交通と溶接技術訓練センターを設置し、溶接作業者の技術・技能水準の向
上に努めている。
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牡丹江の工場から全国の顧客への製品輸送はトラックを使っている。冬季
も障害なく輸送は可能である。トラック輸送は省を跨ると通行料が高いが、
鉄道コンテナ輸送は貨物のトレースが難しく行方不明になることもあるので
使用していない。
経営「現地化」の過程
牡丹江OTCは牡丹江市政府、市民の熱い期待を背負って97年に創業した。
「VIP企業」として市政府から総経理に「VIPカード」が交付され、市営病
院の優先受診、市城内高速道路の無料通行、市公安の優遇対応などの特別待
遇が提供されたという。以来、14年の事業実績を重ね、この間、企業経営で
は「5SJ「顧客の要求に応える」など牡丹江市企業では初めての経常方式
を導入するものとして注目され、具体的な市場経済を実践するものであった。
中国現地経営を進めていく過程で多くの困難を乗り越える必要があった。
02年の上海事業所の設立と販売代理店方式への合弁パートナー（実業部門）
の反発に対しては、商品と現金の流れをシミュレーション説明し保障するこ
とで納得してもらった。この過程で地方国有企業の合弁パートナーの市政府
部門は、実業の経営にはタッチしていない（実業実態はわからないので関与
できない）ので、新たな販売方式の交渉には参画できなかった。
03年の中国側の出資分買い取りにおいては、牡丹江市資産評価委貞会の査
定を受けた。必ずしも公平な資産評価とはいえない部分があったが、条件に
応じて買収額を支払い独資企業に転換した。今後も「中国の地で仕事をさせ
てもらう」と考えでの判断であった。
合弁パートナーとの交渉と同時に、創業期から模索してきた販売代金の回
収は顧客との一部の前金支払いの交渉も行ってきた。当時、顧客は製品を購
入したいのだが社内の内部留保資金は乏しく、外部からの資金調達も困難な
状況にあった。牡丹江OTCは商品の品質証明、補修サービスを保障し、商
品代金の一部前金支払いを条件に残金、溶接作業員の研修費用を年風受け取
りすることとして納品した。
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こうした中国「現地化」の過程を積み重ねてきたことから、07年の米国サ
ブプライムローン（信用力の低い個人向け住宅融資）の不良債権化による世
界金融不安の影響で生産台数、売上高が減少したものの、09年現在も無借金
経営を続けている。
最初の中国進出事業所である牡丹江OTCが14年間の中国事業経験を蓄積
し現地化をすすめできた。この間、ダイヘンは牡丹江OTCの中国進出を「突
破口」として、その経験を跨まえ青島、北京、常熟に生産事業所を設立し、
技術訓練センターを配置し、中国市場向けの製品シリーズを増やしながら中
国市場に浸透しているのである。
写真3－14　旧工場から溶接機の出荷（05年）　写真3－15　牡丹江OTC新工場（個年）
6．装置系産業の中国進出　～大字制紙膿扮有限公司～
大字制紙股紛有限公司（以下、大字別紙）は韓国「大字国際」と紙巻煙草
用紙を生産する「牡丹江恒豊紙業股扮有限公司」39）による合弁企業である。
資本金6，測0万ドル（韓国側60％、中国側40％）で1996年に設立、合弁期間
は50年である。93年に恒豊紙業との合弁計画があったが事業は成立しなかっ
た。その後、黒龍江省長が大字国際を訪問し熱心に進出を要請するとともに
牡丹江市長はじめ市政府の対応も積極的であったことから96年の企業設立と
なったものである。
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大字制紙の生産と販売
大字制紙の工場数地面積5．8万が、延べ床面積4．9万が、粘剤工場、ソーダ
回収工場、銅版紙（アート紙）40）工場を新設し、設備はすべて海外から導入
し「高技術企業」の認定を受け税制の優遇措置を得ている。従業員550名の
うち韓国人4名が駐在し、年産約10万トンの両面銅版紙の生産量は国内銅版
紙メーカー第5位にある41）。
製紙原料の木材チップは、03年まで海南省、山東省から調達していたが供
給量に不安があり、また、中国政府の原木伐採規制も強化されたことから、
現在はカナダ、ロシアから大連港を経由し陸上輸送によって板紙を輸入して
いる。ウラジオストク港を使った輸入も検討したが、コストが高いうえに港
湾荷役や輸入手続きが遅いため断念した。しかし、釜山港湾公社42）がウラ
ジオストク港と結ぶ航路を研究しており、また、吟ホ濱市の物流会社「華厳」
が黒龍江省の貨物量調査を行い海運ルートを検討していることから、将来、
ウラジオストク港などからの原材料輸入を見据えている。
当社の生産する両面銅版紙は105～350g／がの6段階で5種類、30シリー
写真3－16　大字別紙の工場（09年）
ズがある。毎月生産計画を作り受注生産と見込生産は半々である。製品は
カット紙に加工し、全国60カ所の販売代理店をつうじて印刷会社等へ販売す
る。経営面では工場操業後から赤字決算が長く続いていたが08年から7～
8，0仰万元の利益を計上できるようになっている。
今後、銅版紙生産を拡大する方針であり、生産能力30万トンの新工場の建
設計画がある。しかし、国内供給過剰となっていることから、発展改革委員
会の認可待ちの状況にある姻）。
韓国企業が大型投資を行い、装置系産業を立ち上げ10数年かけて利益を出
せるところまで育ててきた。しかし、原材料の調達コストの上昇、国内およ
び国際市場での供給過剰に直面し厳しい経営を強いられている。
7．海林市の開発区と企業
梅林市は牡丹江市区の西に位置する人口約42万人の県級市である。市域面
積約9，772平方キロ（青森県約9，606平方キロ）の約70％が森林であり、国家
森工局の林場9カ所、地方森業局の林場6カ所がある。木材加工業とともに
茸類、薬草類、動物生薬の栽培、養殖が盛んである。
黒龍江梅林経済開発区
海林市政府は伝統的な地場産業の成長だけでは地域発展が限られると考え、
ロシアとの近接性を活かし内外からの企業誘致を図ろうとした。県城の海林
鏡にある黒龍江海林経済開発区は2002年に黒龍江省政府の批准を得た省級開
発区である。
開発区の計画総面積は45平方キロ、第一期計画面積15平方キロのうち、こ
れまで約8億元を投入し12平方キロのモデル区域の上水、下水、電力、道路、
鉄道、スチーム、電話、有線テレビのインフラを整備済みである。鉄道によ
る対ロシアとの輸出入手続きが開発区内で可能な「内陸口岸（InlandPort）」
機能を有していることが特徴だ。この機能をいっそう活用するために、国家
級の保税区の開発認可を申請中である。
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牡丹江市区から西に約12km、牡丹江国際空港まで約20加、綴芥河および東
牢の対ロシアロ岸まで、それぞれ約175km、約220kmと産業立地の条件は比較
的よい。06年から城外、海外からの企業進出が続いており、09年時点で測社
の内外企業が立地している。15、6社が煙草、酒、食品加工などの梅林企業
の新増設、24、5杜が城外企業、外資企業は10社である。企業の進出にとも
ない開発区の土地使用権の分譲が進み、海林市は財政が豊かな地域となる契
機を得た。
08年には不動産開発を行う台湾の「台勝国際集団」が進出し総投資計画
3，∝氾万ドルで五星ホテル、ショッピングセンターを建設中である。トウモ
ロコシ畑と建設中の高級ホテルは純農村世界と地方都市開発が接する最前線
である。
写真3－17　開発区内の畑地に建設中の高級ホテル（09年）
木材加工業の集積地
海林市における国及び地方の林場の年間伐採量は約190万立方メートル、
また桜芥河口岸より輸入し開発区の引き込み線で鉄道輸送されるロシア木材
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は約700万立方メートルとされる。
これを原材料として海林市内には200社を超える木材加工業が立地し「林木
総合加工基地」を形成している。多くの企業はロシア内に製材や一次加工工
場を進出し、梅林で家具、床材（フローリング材）、ドアや窓枠、集成材、
各種木製品などを生産しロシア、日本、韓国、米臥EU諸国に輸出してい
る。
広東省から進出した「三屋実木地般」は、08年からロシア原木の調達が難
しくなったことから、製材した板材を輸入し床材を生産し海外55カ国に輸出
している。
95年に創業した海林の木材加工企業の「耐力木葉有限公司」は、スエーデ
ン企業と合弁で従業員約8∝）名の企業を設立した。ロシアから白樺材を調達
し「IKEA」のハウスウェア家具OEM生産を行っている。また、耐力木業
は米国企業と合弁で「欣成木業有限責任公司」を設立し木製窓枠、ブライン
ドを生産している。耐力木業グループの売り上げは3．5億元とされる。
写真3－18IKEA向け家具の生産（09年）
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林産品加工業の「群体化合作」
「北味天然食品有限公司（以下、北昧食品）」は、餅年に梅林市に創業し
た木耳（キクラゲ）等の林産品の加工・販売を行う民営企業体である。林産
品の殺菌、圧縮、粉末加工、包装などの加工設備を導入し創業した時の専門
技術者22名、生産工程従業員180名、農地、林地、工場などの事業占有面積
は約11，のOrガであった。
05年に海林で採取・産出する農林産地場資源を個別に加工・販売していた
小規模な個人事業者および農業と兼業加工・販売していた農家個人事業者を
“詳体化合作的理念”に基づき組織化を図った。同業グループで「北昧淀粉
別品分公司」「北味緑色食品分公司」「北味緑天然食品分公司」「北味鏑車中
心」「北味休暇食品加工廠」などを設立し北味食品グループとして編成した。
08年12月に設立した「北味薗業科技有限公司」の総経理は斉振華女史、兄は
営業部門、弟は生産部門の責任者である。
グループの従業員は約600名、事業占有面積は約33，000nfとなり、これま
で約8，仲0万元を投資しr北味」を産地共通ブランドとして統一して生産、
写真3－19　北昧菌業科技有限公司の展示場（09年）
加工、包装、流通販売を一体的に行う態勢を整えている。09年の食用葺加工
品は約5，0∝けン、生産額2．5億元、税引き前利益約1，500万元であった。農
村地域の「産業高度化」に成功した事例である。
北味食品グループの産品分野は野生茸、黒木耳などの「山野珍味特産品」44）、
澱粉の粉、春雨などの「澱粉製品」、落花生、食用種子、緑豆などの「農産
副産品」、各種香辛料、塩蔵品などの「調味料」であり、商品シリーズは200
種類以上となっている。製品は62カ所の販売代理店をつうじて東北地域の各
都市はじめ全回の大都市に販売するとともに、販売額の約5％がカナダ、ロ
シア、日本、韓国、東南アジア諸国への輸出である。
8．穆棲市の開発区と企業
穆稜市は東に牡丹江市区と林口県、東は東寧県、北は鶏西市に接する。人
口約33万人、県域面積は約6，094平方キロ（茨城県約6，仰4平方キロ）、6つ
の鏡、3つの郷、穆梗および八両通林業局45）から構成される県級市である。
市政府所在地の八面連鎖から綴芥河市中心まで約70km、牡丹江空港まで約
100kmにある。
木材加工業、林産品加工業を主要産業としており、対ロシアの輸出入加工
基地とされる。牡丹江市域の木材資源および緩芥河、東事、密山、虎林口岸
よりロシア産木材を輸入し、市内に木材加工企業が約300社立地している。
牡丹江市区から綴芥河市に向かう途中の下城子鏡に「穆稜経済開発区」を
配置し「黒竜江山貨交易大市場」を建設中である。
また、内陸からの取扱貨物のを増やしたい大連港湾集団は、穆梗市、吟ホ
濱市、斉斉吟ホ市と「内陸港」機能を配置するプロジェクトを協議し、穆校
市とは08年に「穆稜経済開発区下城子物流中心項目合作協議」に共同署名し
た。約40haの用地に専用鉄道線、倉庫、貨物ヤードを整備し税関、動植物検
疫、商品検査、出入国管理などの機能を備えた物流センターを計画している。
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穆稜経済閑発区の企業
穆榎経済開発区は2（氾6年に批准された省級開発区である。綴芥河市を対ロ
シア貿易・商業の前衛とし、後衛の穆種市は生産を担うとする「綴芥河・穆
梗一体化構想」のもとで開発区の整備に取り組んでいる。現在、穆稜経済開
発区を国家級の辺境経済合作区46）にすべく申請中である。
開発区内には09年現在、134社が立地し、大連科晃木並の「穆稜科晃木地
（総投資額約6億元）」、蘇州市昆山の台湾信実家具の「信宮木亜（同じく
2，2（氾万ドル）」、香港嘉枚集周の「嘉穆板亜（1．5億元）」、日本の竹内株式会
社の「海特木亜（約1億元）」といった木材加工企業のほか、「書林時月集団
（牛肉加工、6．2億元）」「温州万事送集団（樹脂袋、約3億元）」「中国第一
掩拉机集団（農機具、約1．8億元）」の大型企業が進出している。
「好家木葉有限公司」は「好家集団有限公司」傘下企業の一社である。好
家集団は1990年、鶏西市に設立した民営企業で好家木業（化粧合版庄着）、
森福木業（合板基材）、亜森装飾材料（内装装飾材）で構成され、生産能力
規模で全国第7位の化粧合板メーカーである。
建築内装材、オフィス家具、キッチンなどに用いられる化粧合板には、天
然銘木を薄くスライスした「突き板」を基材に張り付けた「天然木化粧合板」
と合成樹脂、紙、布などを圧着した「特殊加工化粧版」があり、当社は「特
殊加工化粧版」を主力製品としている。
年産能力10万立方メートルの基材生産ライン、同じく測0万平方メートル
の合板庄着ライン、1，0（氾万平方メートルのドイツ製のラミネート紙生産設
備、2万トンの接着剤生産設備などを装備し、生産規模拡大を図ろうとして
いる。しかし、基材の原材料調達量によって製品の生産量が制限される状況
にある。
「新生活家木業別品有限公司」はフローリング材専業メーカーである。以
前はロシア丸太を輸入していたが、ロシアの原木輸出関税が倍以上になった
ため、ウスリースクの「俄羅新車字経済貿易合作区（華宇跨国工業園区）」
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で粗製材した中間財を輸入している。
中間財は当工場で板材に加工し涛切り、面取り、表面仕上げを施し完成品
とする。機械研削による表面仕上げが主力だが、一部は手作業の飽かけによ
り微妙な凹凸を残した高級品を産出している。一般床材の小売価格は220元
／が、高級床材は489元／ポである47）。かつては米国、日本、韓国などへの輸
出が中心だったが、現在は国内販売単価が上昇したため、喰ホ濱、北京、上
海に販売拠点を置き、主に国内市場に供給している。国内需要は拡大してい
るので、さらに敷地面積10，0001がの新工場の建設を予定している。
「広域木業有限公司」は広東省東莞市から穆榎経済開発区に移転した家具
メーカーである。従業員120名で西洋式家具を生産している。対外開放が早
かった華南地域には香港からEU、米国へ輸出する家具メーカーが多く創生
したが、国内原木の伐採制限が厳しくなり、06年ごろから原材料調達ができ
ず倒産する企業が現れている。
そうした状況下でロシア材の調達が可能な穆榎経済開発区に10数社の木材
加工業が移転してきている。穆稜経済開発区では「東莞家具圃」を配置して、
さらに南方からの工場移転を促し40～50社の木材加工集積を形成したいとし
ている。
写真3－20　新生活家木葉の床材加工（㈱年）　写真3－21広城本業の家具製品（09年）
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黒竜江山貨交易大市場の建設
穆授権済開発区内で「黒竜江山貨交易大市場」が建設中である。10haの敷
地に「農山品」「薬草」「山菜」の処理・加工場、卸市場、インターネット販
売などによる小売機能とホテル、オフィス、倉庫などを整備するプロジェク
トである。東寧県「綴陽黒木耳山野薬批発大市場」が木耳（キクラゲ）を扱
うのに対して、当大市場は木耳以外の茸、松の実などの食用種子、漢方医薬
原料を商材対象としている。
商材は牡丹江市内の林業局や農産物管理局の集荷、仲卸業者の集荷、生産
者の直接持ち込み、ロシアからの輸入などを予定しており、当市場で価格相
場を形成して買い入れ、処理・加工業者に卸販売する仕組みだ。
328ユニットの卸売店舗を計画し、既に136ユニットを地元および全国の加
工業者、卸売業者に予約販売済みとなっている。110～120がの店舗ユニット
の分譲価格は20～30万元、年間賃貸料は2～3万元である。
投資者は木耳生産・販売事業で成功した牡丹江市木耳協会会長の林氏（封
歳）である。自己資金1．2億元を投資するとされる。地元資本による地場資源
型産業の生産・流通の集約化、高度化を図る開発プロジェクトといえる。
9．東寧県の企業
東寧県は牡丹江市区から東に位置しロシアとの国境に接する「辺境」地域
である。県域面積は約7，368平方キロ（宮城県約7，2糾平方キロ）、人口約21万
人、ロシア貿易により成長した企業が輩出した。綴芥河市に接する綴陽額は
行政柑24村、人口約4万人、全国の主要な木耳生産地として知られる。
綴陽窯木耳山野莱批発大市場有限公司
綴陽県政蹄は20年にわたり地場特産品として「黒木耳」の栽培促進に取り
組んできた。農家の木耳の栽培規模が拡大してきたことから、卸売市場の誘
致を図り2001年に「綴陽黒木耳山野莱批発大市場有限公司（以下、木耳市場）」
が進出した。木耳市場に単独投資・建設・運営するのは、中国最大の豚肉加
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工生産会社「中国雨潤食品集団有限公司」48）である。
木耳市場は面積60，000nf、総投資額約2，200万元で加工区、交易区、倉庫区、
総合サービス区を建設し、02年から経営をはじめた。08年の乾燥木耳の取扱
量は約4，的0万斤（約20，∞0トン）49）、卸販売額は約33倍元であった。現在、
180店舗が入居し、毎日の買い付け入場者は約2，㈹0人、営業一日平均取引量
は約27万斤（約135トン）、09年の見込み取扱量は約4，0（刀万斤（約25，∞0トン）、
卸販売額は約38億元であり、全国最大の木耳産地市場を形成している。
桜陽県はじめ黒龍江省各地、吉林省、遼寧省、内蒙古自治区の農家が栽培
した生木耳が当市場に持ち込まれ加工され、全国20教カ所の大中都市および
韓国、日本、香港、ロシア等へ輸出している。09年の綴陽県農民約2万人の
木耳販売一人当たり収入は7，（X沿元を超え、年間純収入の70％以上を占める
見込みである。
写真3－22　木耳山野莱批発大市場（⑩年）　写真3－23　入居する卸売店舗（∞年）
（キクラゲ・山菜の卸売市場）
第4章「辺境」地域産業の発展方向
第4章では、異能江「辺境」地域産業の発展可能性と課題を分析し、今後、
異能江「辺境」に関わり活動する日本企業の取り組みについて若干の提案を
行う。
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1．「辺境」地域産業の発展可能性
黒龍江省の「辺境」地域産業の発展可能性は、第一に中国・ロシア関係の
好転にともなう「ユーラシア産業軸」の実現可能性が見えてきたことである。
第二に農林畜産品を中心とした地場資源を活用し成長する企業家が登場して
きたことである。
「ユーラシア産業軸」の可能性
「辺境」地域は他国と国境を接するため、両国のあいだで「交流要素」よ
り「対立要素」が勝っている場合、人の移動、物、資金、情報の交換は阻害
される。そうした状況下では「辺境」地域に本来、備わっている「産業発展
力」は十分に開放されない状態が続く。その結果、資源が未開発・低開発の
まま蓄積され、それが今日の「辺境」地域の潜在力を高めることにもなって
いる。
懸案であった黒龍江省および内蒙古自治区の中ロ国境が2005年に画定した
ことで、両国の「交流要素」が優勢となっている。これまで押しとどめられ
ていた「辺境」地域の「産業発展力」が起動している。
牡丹江や黒河で成長した企業は、ロシアとの貿易から投資に向かっており、
ロシアの企業、市場、資源とかかわるビジネスを展開している。その突破口
が開かれたのは牡丹江とウラジオストクの間であったとみる。牡丹江－ウラ
ジオストク間の人流、物流、資金と情報の交換は、不透明な部分を残しなが
らも着実に太くなっている。
第3章で報告した華宇工貿（集団）有限責任公司や黒竜金躍集周をはじめ
多くの牡丹江企業の対ロシアビジネス経験は、黒河－プラゴベシチェンスク
間でも蓄積されていよう。国境画定となった無遠－ハバロフスク間において
も今後、同じように展開するであろう。そして、中国企業の対ロシア事業の
経験者横と同様に、ロシア企業の対中国事業の経験が蓄積されているに違い
ない。
また、「東北地区旧工業基地振興計画」の始動に対応して、黒龍江省の三
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大工業都市である吟ホ濱、大慶、斉斉瞭ホの工業開発計画「吟大斉工業走廊」
の進捗も重要である。
この20年間で実現した牡丹江一ウラジオストク間の「辺境」地域産業発展
と黒龍江省の重化学工業の再生・発展は、黒龍江省内の局地的な産業軸を超
えて北東アジアとロシア、欧州を結ぶ「ユーラシア産業軸」の出現につなが
る可能性がある。
日本海横断航路の可能性
「ユーラシア産業軸」形成の可能性を高めるものとして、日本の自動事産
業のウラジオストクでの事業展開が注目される。トヨタ、いすで、マツダ、
ホンダが沿海地方、ウラジオストクでの自動車の現地生産プロジェクトにつ
いて発表・検討している測）。トヨタ自動車は、三井物産とロシアの自動車
メーカーのソラーズ社との間で乗用車の現地生産プロジェクトを基本合意し、
車種はランドクルーザー・プラドを予定している。
いすで自動車は双日とソラーズ社との合弁企業で、現在、ロシア・タター
ルスタン共和国の工場で小型トラックを生産している。これを、日本から部
品輸出しやすいウラジオストクに生産拠点を移転させる方針である。
マツダ自動車は、沿海地方に乗用車の生産工場を設置することについて、
ロシア経済発展省と協定を締結し、ウラジオストクでソラーズ社との合弁企
業設立に向けた協議を開始した。
ホンダは、ロシアで乗用車を現地生産する意向を固め、経済発展省に進出
計画を提出し協議を始めている。組立工場は沿海地方が候補に挙がっている。
また、既にサンクトペテルプルグで乗用車の生産を開始しているニッサン自
動草は、ルノーとともにロシア最大手の自動車メーカーAvtoVAZ社に資
本参加し、ロシアでの生産拡大を検討しているとされ、沿海地方の視察を
行った。
こうした日本の自動車メーカーの沿海地方（首府ウラジオストク）での
ノックダウン生産を開始するために、日本から自動車部晶を輸出することに
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なる。ここに日本とウラジオストクを直結する定期コンテナ航路の開設可能
性がみえる。これまで、長年にわたり日本と北東アジアを結ぶ日本海横断航
路の復活に向けた取り組みがなされてきたが、安定的な貨物需要が見込まれ
ないことが実現の障壁となっていた。
ウラジオストクの自動車組立工場の日本からの自動車部品輸入は、定期コ
ンテナ航路の開設を促す。ウラジオストクからの戻り荷については、現在、
大連港などから日本に輸出している黒龍江省や吉林省の貨物がウラジオスト
クにシフトするであろう。
図4－1　黒龍江省の産業軸
○　プラゴべシチェンスク
「ウラジオストク効果」
日本海横断航路開設のシナリオは、黒龍江省と同様に吉林省も長春～書林
、廷書～瑠春～北朝鮮・確津の「出海」シナリオを描いている。吉林省の
「出梅」シナリオは、既に試験的に羅津港から上海へ石炭を輸送しているが、
北朝鮮の港と中国の港を結ぶ航路に限定されると考えられる。
この点、喩ホ漬十牡丹江、績芽河、ウラジオストク～海外（日本や韓国）
の物流動線は、中国東北の内陸地域が日本海横断航路をつうじて日本、韓国
さらには北米につながる「北東アジア産業軸」を形成するであろう。また、
旧東浦鉄道を広軌・標準軌供用化などにより物流ラインを整備することで、
満州里からシベリア鉄道をつうじて欧州につながる「ユーラシア産業軸」へ
の展開も期待できよう。
異能江の産業地城がウラジオストクを介して日本や韓国とつながることは、
北東アジアの地域産業開発に大きな波及効果を生み出すであろう。
中小企業家の登場
黒龍江「辺境」地域産業発展の第二の可能性は、農林畜産品を中心とした
地場資源を活用し成長する企業家が登場してきたことである。「ウラジオス
トク効果」を増幅し「ユーラシア産業軸」の実態を形作るのは企業である。
黒龍江省全体でみれば、工業総生産の約75％を占める重化学工業の発展を
第一に注目することは理解できる。まさに「蛤大斉工業走廊」の工業開発計
画がそれを物語っている。業種でみれば石油・天然ガス採掘業、石油・石炭
加工業、機械金属工業であり、地域でみれば全省工業稔生産額の約65％を占
める吟ホ濱、大慶、斉斉哨ホの3市である。こうした産業領域と地域で中心
となるのは、大企業の国有企業および国有股扮企業であろう。
石油、石炭、鉱物など地下資源以外の地場資源を活用して「辺境」地域産
業の発展を担う主役は、中小の私営企業、民営企業である。異能江省は、特
に農林畜産品の産出が優れており、農林畜産一次産品を工業原材料とする農
副食品加工業、食品加工業、飲料製造業、煙草製品製造業、皮革・毛皮等製
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品製造業、木材加工、竹、藤等製品業、家具製造業、造紙・紙製品業、医薬
製造業が成立している。それぞれ年平均成長率10％～30％を超える工業総生
産額の伸び率を示している。
「辺境」地域を持つ地方政府は各種の開発区を整備し、地場資源を活用す
る中小企業の成長を支援している。第3章で穆稜経済開発区や海林繚済開発
区の木材・家具産業団地、山菜、茸、薬草、食用種子等を扱う「山貨交易大
市場」、木耳を扱う「黒木耳山野莱批発大市場」について報告している。
地場資源活用型事業を経営する私営企業家は、さらなる規模拡大、製品の
高度化（高品質化、高次加工化）、海外市場への参入を目指しており、今後
の「辺境」地域産業の発展可能性を実現する主役である。
2．「辺境」地域産業発展の課題
黒龍江「辺境」地域産業発展の課題は、第一に、極東ロシアの地方政府と
の政策連携を探めることにある。第二に、地場資源の品質の安定した供給で
ある。
地方政府の地域産業政策の連携
異能江省の「辺境」地域と極東ロシア地域の掛済交流は拡大している。相
互の人、物、資金、情報の流れは太くなり、中国企業のロシアへの投資も始
まっている。中ロ間の貿易、投資をさらに促進するためには、ビジネスの「現
場」がある地方政府間の地域産業政策の擦り合わせが必要である。
この点、現在、中国側からのアプローチが意欲的であり、中国地方政府の
担当者からはロシア側は「動きが遅い」「反応が鈍い」などの声が開かれる。
黒髄江「辺境」地域を持つ地方政府が交渉するのは、沿海地方、ハバロフス
ク地方、アムール州、ユダヤ自治区の地方政府である。
中国とロシアでは、地域企業を管理し産業振興進めるために地方政府が持
つ権限（自主権）の内容に違いがあることが問題である。例えば、異能江省
政府、牡丹江市政府、綴芽河市政府の持つ産業関連政策の自主権は比較的広
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いが、沿海地方政府、ウラジオストク市政府の持つ自主権は比較的狭く中央
集権的であるとされる。
中国の企業経営者によれば、対ロシアビジネスではロシアの「税関制度と
その手続きが不透明で“特別な経費”が必要」「鉄道や港湾の運営が効率的
ではなく（働こうとしない）手続きが複雑・煩雑」とされる。税関、港湾、
鉄道は国家の管轄で地方政府が関与できない領域である。そして、その「現
場」には特殊な既得権が発生していることが窺われる。
中ロビジネスの円滑化を阻害するこうした問題を解決するためには、中央
政府間での協議、合意が必要である。地方政府が地域産業政策を連携させる
ためには、中央政府が「辺境」地域産業振興政策を立案し、その実行のため
の権限を地方政府に下ろしていくことが求められる。
地場資源の安定品質供給
黒龍江「辺境」地域と瞭ホ濱や地方中心都市との道路整備が進み、都市部
の消費力が上昇しているため、それぞれの地域の地場資源を活用した製造業、
卸売業、流通業、観光業などの中小企業が成長している。その勢いは衰える
兆しは見えにくく、しばらく量的拡大が続く様相である。
しかし、ある段階で供給は需要を上回る。高品質から低品質まで全ての生
産を消費する需要がある状態は続かない。「作れば売れて儲かる」状態はいず
れ終わる。基本需要を満たした消費者の要求は高度化していく。品質が低い、
ばらつきがある、生産履歴が不透明、環境に負荷を与えている、流通が不安
定などといった製品、商品は淘汰されていくことになる。
地場資源を活用する「辺境」地域の企業が引き続き健全に成長していくた
めには、安定した品質の地場資源の供給と品質管理を高めた加工・流通機能
を備えていくことが必要である。
この点、大豆、穀物類、野菜などの農産品の生産、加工、流通に積極的に
事業関与している伊藤忠商事の取り組みは「辺境」地域の農林畜産業生産者、
地場資源加工者、地場商品流通者のベンチマークになるだろう。
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3．日本企業の取り組み
黒龍江「辺境」では、対ロシア貿易が拡大し、中国企業がロシアへの投資
を始めている。05年に中ソ国境が画定し北京中央政府および黒龍江省政府は、
対ロシア・プロジェクトに関する権限をI類口岸のある黒河市、牡丹江市な
どの地方政府に下ろしている。中国側の対ロシアへの経済活動は積極的であ
る。特に、綴芽河口岸を持つ牡丹江市の中国企業の対ロ投資が注目される。
一方、ロシア側は資源開発などの権限がモスクワに集中し地方政府の自主
権は弱い。資源開発などの利益は中央に吸い上げられてしまう場合が多いこ
とから、ロシア側地方政府の中ロ関係プロジェクトへの反応は鈍い。しかし、
ロシア人の訪中者の増加にともないロシア側が黒河市にロシア領事館の設置
を希望しているという情報もある。
中国「辺境」地域企業と組む
こうした中ロ情勢下において、日本企業が単独で中国からロシアに関わる
事業は進めにくい。日本企業は対ロシア「辺境」地域で事業展開する場合、
対ロシア事業の経験を蓄積している中国企業の事業拡大のニーズと提携する
形が望ましい。目口関係を実効的・戦略的に展開するためにも、中国東北地
域を巡る日本企業と中国企業による貿易や投資がさらに深まることが望まれ
る。
そのためには、中国および中国企業と日本および日本企業が、ロシアおよ
びロシア企業に働きかけ事業を進めることで地域に雇用と利益を創出し、人
口流出に歯止めをかけたい極東ロシアの開発・振興に寄与することの理解を
求める必要がある。
この点、中ロ国境を画定した「資本豊富国」「人口豊富国」の中国と、「資
本豊富国」「技術豊富国」の日本と日本企業は、極東ロシアに豊富な資源を
求めるというニーズは一致し、「資源豊富国」のロシアに極東ロシア地域さら
にはザバイカル地域における国家共同開発プロジェクトを提案できる情勢に
あろう。
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牡丹江に注目51）
日本企業が黒籠江省での事業展開を考える場合、吟ホ濱に拠点を置くこと
を考える。従来の投資環境を検討すれば、海への出口・大連や異能江省の地
方中心都市へのアクセス、瞭ホ濱の都市機能からみて正しい選択であろう。
ところで、今後の黒龍江産業を観る場合、ウラジオストクと日本との直航
航路が開かれる可能性が生まれ、中国東北地域に新たな「産業発展力」が顕
在化しつつあることに注目することが重要である。その焦点は、牡丹江にあ
ると思う。
日本一ウラジオストクの日本海横断航路は、牡丹江を日中間物流における
黒龍江省の最も日本に近い都市にする。牡丹江は黒龍江省の内陸地方都市か
ら、日本海につながる「準沿海都市」となるのである。
そして、牡丹江には20年間の対ロシアビジネスの経験を蓄積した多くの企
業家がいることが重要である。ロシア企業やロシア地方政府とのネットワー
クを形成し、ウラジオストクを拠点にして西方ユーラシアそして日本に事業
関心を寄せている牡丹江企業が存在していることは、北東アジアで事業展開
を考える日本企業が牡丹江に注目する重要な要素である。
おわりに
中国の「辺境」を歩いてみると、華南、上海圏、環潮海湾地域の沿海諸都
市が地域産業発展に努力してきたプロセスと大きく異なる状況が理解できる。
それは、辺境地域が陸上（あるいは河川）で他国と直接、接していることか
ら生じる。
沿海地域にとって他国は海を隔てた間接的な存在であり、他国との接触は
相対的にソフトであった。「辺境」地域における隣国は直接的な存在であり、
隣国との接触は相対的にハードである。
両国関係が「対立」から「交流」へと転換すれば、「辺境」地域の産業発
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展にとって隣国は大きな可能性となる。しかし、お互いの地域が発展可能性
の実現を求めて自らが相手とモノゴトを決めることは制限される。常に「国
家の方針」という枠組みのなかでの可能性の追求となる。
沿海地域が地域利益をかなり存分に追求できたのに対して「辺境」地域の
「現場」では、産業発展の可能性が大いに高まっているのにもかかわらず「国
家方針」に位置づけられないと「地域産業力」を発揮しにくい状況を常に感
じる。ましてや「辺境」地域の地方政府、地域企業の想いは察して余りある。
地域利益を吸い上げることになる場合が多い「国家方針」の枠組みに沿い
ながら（時には、はみ出し）陸城国境というハードな接触面を超えて「辺境」
地域企業はビジネスを創造し展開している。国際経営や異文化理解あるいは
権力への対応といった面で「鍛えられている」と感じる。陛域国境という
ハードな接触面のないナイーブな日本企業は、これまで中国沿海地域での対
中国ビジネスで鍛えられ「沿海地域モデル」を構築してきた。
今後、例えば「中国国内で対ロシアビジネスに踏み込んでいく」といった
ユーラシア事業を展開する場合、よく鍛えられた「辺境」地域企業とともに
新たに「大陸浸透モデル」を構築していくことが有効であろう。
本稿では黒龍江「辺境」の産業発展と企業成長についてみてきた。残され
ている課題として2つある。第一は、黒龍江農塾について触れることができ
なかったことである。「辺境」地域産業において黒龍江農塾は重要な存在であ
る。第二に「辺境」地域産業発展にとってロシア関係が想定以上に大きな影
響力を持っていた。今後、ロシアの「辺境」地域を持つ地方政府やロシア企
業の事情、実態を理解しなければならない。
【注】
日西澤正樹［20髄コ
2）西澤正樹［2㈱8］
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3）西澤正樹［2∝柑］
4）1864年に新車（東トスキスタン）でイスラム教徒の反乱が勃発すると、フェルガナ盆地
を中心に勢力を拡大したコーカンド汗国（コーカンドは硯ウズベキスタン共和国）の軍
人ヤクプ・ベクが英領インドの武器援助を待て喀什、和田、吐魯番、鳥魯木斉、伊型を
占領した。
5）「下関条約」では、清国は日本に対して、1）朝鮮の独立承認　2）遼東半島、台湾、膨
湖島の割譲、3）賠償金2億テールの支払い　4）杭州、蘇州、重慶、沙市の開港と開
港場での工業企業権の承認、5）最恵国条款の供与　などを約束した。
6）日本近海に強力な海軍を配置していたロシアはフランスとドイツとともに日本に「忠告」
し、放順、大連のある遼東半島を返還させた代償として、ロシアは東清鉄道の敷設権を得
た。また、1898年には旅順、大連の租借と同地までの東清鉄道支線（南満州支線）の敷
設を認めさせた。フランスは雲南での鉄道敷設権と鉱山開発権、広州湾の租借、ドイツ
は山東半島での鉄道敷設権と膠州湾の租借を得た。
7）「中ソ友好同盟相互援助条約」は、ソ連と中華民国との閥に締結されていた「中ソ友好同
盟条約」を1950年に改訂したものである。付属協定として「長春鉄道・旅順・大連協定」
「借款協定」が締結された。条約は30年期限で中国側の更新拒否により釦年に失効した。
針呉暁林［2∝）2］pp．盟、61．穏健君［2（X桁］pp．6、8．蜂毅［2（沿7］
9〉王葺は長征で駅西省延安に辿りついた紅革の食橿危権を荒野の開墾によって回避した。
その功績を買われ約10万人の兵士を率いて新患の解放に向かい、新中国建国後、将兵は
所産生産建設兵団として所産の農業開発、都市建設を行った。
10）小林進［1981］pp，21～35．
11〉平泉秀樹［2010］PP．12～18．
12）日本貿易振興会［2∝沿］pp．1、3．
13）I類口岸は、第三回人の通過が可能な国際口岸。Ⅲ類口岸は中国人とロシア人のみが通
過可能な口岸。
14）桜芥河市の状況については、桜芥河市人民政府副市長／王開軒氏、綴芥河総合保税区弁
公室副主任／沈松林氏、綴芽河書利商貿有限公司のインタビューによる（2∝）9年8月）。
15）ウラジオストクの歴史については、原［1998］が詳しい。ウラジオストクと日本の交流
史に関しては「ウラジオストク」刊行委員会［1992］pp．27～49．
16）2（泊7年の極東連邦管区の地方、州の主要都市人口は、ウラジオストク約58万人、ハバロフ
スク約57．7万人、コムソムリスク・ナ・アムーレ約27．2万人、ヤクーツク約24，7万人、プ
ラゴベシチェンスク的20．9万人、ペトロパブロフスク・カムチヤツキー約19．5万人、ユ
ジノ・サハリンスク約17．3万人、ナホトカ約17万人、ウスリースク約15．3万人である。
17）綴芥河市の対ロシア経済交流については、解芥河市人民政府市長の董作民氏の寄稿。董
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［2（殺）］、上垣［2001］、岩下［2（泊5］、林［2（氾5］、新井［2∝喝］を参照した。
18）総合保税区は一般の保税区と同様に輸入貨物の免税、城内企業同士の取引の免税などの
優遇政策や手続簡略化が行われるとともに貿易港、物流センター、加工工場などの物流、
加工が一体化される区域。09年の現状については、綴券河総合保税区弁公室副主任／沈
松林氏の談話。
19）国務院は鵬年11月に4兆元（約㈱兆円）規模で10項目の内密拡大・経済成長促進を目的
とした政策を決定した。基本的な投資内容は、1．充実した「安心住居プロジェクト」推
進の加速。2．農村のインフラ建設の加速。3．鉄道・高速道路・空港等の寛大なインフ
ラの建設。4．医療・保健の発展。5．文化教育事葵の発展。6．生態環境建設の加速。7．
自主的創造と構造的調整の加速。8．地震の被災地の復興事業の推進。9．都市・農村の
市民の収入の向上。10．金融の経済発展への貢献度の拡大である。
2012αX）年時点の「青雲市場」は、中国最大の対ロ「辺民互市」であった。「青雲市場」の現
場レポートとして、辻［2α）0］、日本貿易振興会海外調査部〔20（氾］がある。
21）アパレルファッションを専門とする北京生まれの若い女子店長の談話。
ぶ）祁学俊［1997］pp，32十謎．pp．幻一弧
㌶）日露戦争前夜、シベリア方面の諜報活動に任じていた石光東沖は「アムールの悲劇」を
目撃している。石光真滴［1978］pp．27、48．
謝愛瑠県修志弁公室［1986］pp．鎚～92．
25）企業のケーススタディは、05年9月3、7日、09年9月11、19日、10年3月4－9日に
行った牡丹江市の各市・県およびロシア沿海地方ウスリースク、ウラジオストクにおけ
る以下の聞き取り討査を基本としている。牽宇工貿（集団）有限責任公司蓋事長／紀文南
氏、黒毛金採集謙董事長／金春学氏、暗月清泉肉業股紛有限公司総鼓助埋／張息文氏、基業
紡織有限責任公司玉串長／林福蛮氏、欧地希帰接机有限公司総経理／長坂守敏氏（05年）、
総経理／射場達也氏（09年）、大字利親股紛有限公司総務部長／紺龍雲氏、北味菌業科技有
限公司稔経理／斉振華氏、耐力木葉有限公司、欣成木業有限公司、東寧木耳市場、好家木
業有限公司、新生活家木葉別品有限公司、広域木葉有限公司、梅林経済開発区管理委員会
副主任／契暁慧氏、梅林市人民政府外事弁公重主任／劉彦備氏、東寧県人民政府外事弁公
室主任／孫題氏、穆枚経済開発区管理委員会企業服務局局長／徐恵欽氏。
加）「辺境」地域の取引形態には、国境住民が指定された取引地点で行う取引で一定限度内を
免税とする「辺民互市貿易」、地方政府が認可した企業による取引で関税、増値税を課す
「辺境少額貿易」、両国政府が協定等で認可した企業があらかじめ決められた品目・数量
を取引する「辺境地方貿易」がある。
271NovollpetSk（ノポリペック）、誌verstal（セベルスタール）、Magnitogorsk（マダニトゴ
ルスク）の3社。
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お）華字工貿の紀文南氏と同様の対ロシアビジネス‥モデルで成長した企業家として書信集
団の鞋臨書氏が知られる。董［2（X略］pp．15、弧
乃）ロシア政府は輸出原木への関税率を07年に6．5％から20％へ、保年に25％まで引き上げ、
さらに11年には80％に引き上げる予定である。
弧木質炭化ペレットは日本での卸価格は40円前後／也であり、工場出し価格25円／kgまでで
あれば市場性があるとされる。
31）中国側の労務輸出、ロシア側の労働認可を円滑に手続きすることは容易なことではない
という。中国人の1年間の労働認可証を取得するためにロシア側に支払う「手数料」は、
ⅨX）、1，ⅨX）ドル／人である。
記）鮒年に東寧口岸が開通した直後の91年にソ連が崩壊し、アパレルや日用雑貨が短鰍こ不
足したため、通関地点で税関係員が仕入れ価格の2、3倍の現金で買い取り、またロシ
ア側からの輸入貿易財も仕入れ価格の2～3倍で売れたとされる。
矧日牒載合計画研究所は大連金石灘都市計画、大連駅改造計画、上海静安公園などのコン
ペに入賞し中国でプロジェクトを数多く手がけている。
朗）中国政府は（桁年の「再生可能エネルギー法」の施行、07年に「再生可能エネルギー中期
発展計画」を発表し太陽光発電、風力発電などの設備容量が急増した。また、国家能源
局は㈱年に「新エネルギー産業振興策」を策定し、再生可能エネルギー推進に約1，3（船億
元を投入して20年までに総発電容量1万メガワットに引き上げ、そのうち1，拘0メガワッ
トの太陽光発電所を建設するとしている。太陽光発電の応用を促進する「金太陽モデル
プロジェクト」は、11年からスタートした「第12次5カ年規画」においても拡大するこ
としている。
罰）太陽光発電システムには太陽電池モジュール（発電パネル）のはか、発電した直流電力
を家庭や事業所で使用する交流電力に変換するパワーコンディショナー、分電盤、電力
量計などが必要である。
訴）刀年10月に発表した「東北地区等旧工費基地振興戦略」では、根年からの5年間の第一
期1〔沿プロジェクト、総投資額610億元、05年から97プロジェクト、470億元を実施した。
旧東北工業基地振興は第12次五カ年規画（加11～2015年）において「全国旧工業基地調
整改造計画（2011、2020年）」に位置づけられている。
珊計画経済期における「単位」とは、中央政府の指令を実施する商品臥サービス財を生
産する組織であり「生産の場」であるとともに「政治、生活の場」であった。大観摸な
「先進単位」は学校、病院、食堂、生活サービス、退職後の年金システムなどが「単位」
内部で自給、完結していた。
矧唐山松下産業机器有限公司は、中国のパナソニックの生産事業所41社のうちのひとつ。
94年に資本金8億円（松下電器グループ醐％、唐山開元企業集団40％）で設立した合弁
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企業。各種溶接機、切断機　の年産能力10万台、販売台数第一位とされる。
刃）牡丹江僅豊紙業股扮有限公司は牡丹江恒皇紙業集団有限責任公司の子会社である。2〔相1
年に上海証券市場に上場した。全図最大の紙巻煙草用紙の生産企業であり、生産能力は
世界第三位となる。
棚）銅版紙（中国語）。アート紙のこと。表面にコート剤を塗布し艶をつけた高級印刷用紙。
色の再現性が高く、美術書、カレンダーやポスターなどのグラビア印刷用紙、雑誌の表紙
などに用いられる。
相中国最大の銅版紙メーカーは、年産220万トンの生産能力を持つ「金東紙業（江蘇）有限
公司」である。金東紙業はインドネシア華僑財閥「SinarMasGroup」の傘下企業「Asla
Pulp＆Paper（APP）」と鎮江市軽工業絃公司による合弁企業である。1997年設立、絵投
資額は約21億ドル。
42）国際港湾の政府による管理体制から民営化組級による管理に移行するなかで、糾年に釜
山港の計画・整備を担当する「釜山港湾公社（BusanPortAuthorlty：BPA）」を設立し
た。
媚）中国商務部は脚年8月に日本、韓国からの輸入銅版紙に対する反ダンピング税の課税を
決めた。一方、10年2月にEUが中国製銅版紙に対する反ダンピング調査を開始する事
態となっている。
崩）異能江省の山野特産品として「黒木耳」「銀木耳」「躾頭茹（山伏茸）」「熊胆」「鹿茸」が
知られる。
45）牡丹江市域には国有林の森林資源管理を行う国濱院直属の国家林業局一異能江省林業庁
一牡丹江地方林業局（7カ所）、森林工業林業局（8カ所）の林業局があり、それぞれ居
民委員会のもとに「林場」「経営所」がある。牡丹江市の地方林業局は、相模、八両通、
接阿、林口、迎春、東方紅、京京城、柴河、大海林、梅林、荘滑、苓河、亜布力、方正、
梓南の15カ所がある。
亜）国家級の辺境経済合作区は、二連浩特、満州里（内蒙古自治区）、綴芥河、黒河（黒龍江
省）、理容（吉林省）、丹東（遼寧省）、伊幸、塔城、博楽（新亜確吾ホ自治区）、党梓、
東輿（広西壮族自治区）、端麗、河ロ（要両省）の12カ所がある。
47）日本の無垢床材の小売価格は松、カバ桜が3、4，∝X）円／ば、最高級のアメリカンブラッ
クウオールナット（胡桃）は14，（X相円－／誠の水準である。
48）爾潤食品集団は南京に本社を置く豚肉加工・販売の最大手である。「雨溜」「福潤」「旺潤」
「大衆肉聯」の4ブランドで豚肉製品を販売している。09年末の解体処理能力は2，舗万
執超えるとされる。
49）中国では1欣ご5㈱g。日本、台湾では6的g、シンガポールでは6掴．8g。日本の木耳の
年間消費量は約2，（伽トン（乾燥重量換算）で鮒％以上を中国から輸入している。
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知）日本経済新開［2011］、今野雄五［2011］
51）牡丹江市の情勢については、牡丹江市人民政府市長／張晶川氏、副市長／庚志文氏、副秘書
長／程遼東氏、宋加忠氏、外事僑務弁公室主任／建立雪氏、同副主任／日中文氏、牡丹江市
江南新城区開発建設管理委員会副主任／曹洪義氏の談話、インタビューによる。
【参考文献】
新井洋史［2（氾8］「綴券河～クロデコボ国境の担ぎ屋貿易とトランジット輸送」（㈲環日本海
港済研究所「北東アジア情報ファイル」No．EJ－0802）
石光真清［1978］「晩野の花　石光其清の手記」中公文庫
泉　秀樹［2010］「中国黒龍江省の対ロシア貿易の現状と国共地区への影響」（環日本海経済
研究所rERINAREPORTJ vol．94）
岩下明裕［2005］「多様化する中ロ国境地帯における経済と外交」（r北東アジアにおける国
際労働力移動と地域経済開発」ミネルバ書房、pp．381～405）
上垣　彰［2001］「ロシア連邦の対外経済関係」内閣府経済社会総合研究所
小林　進［1981］に江平原　口中農業のかけはし」サントクエンタープライズ
今野雄五［2011］「ロシア極東で積極展開する日本の自動車メーカー」（みずほ総合研究所
rみずほリサーチJ　9月号）
辻　久子［20吋】「黒龍江省国境紀行　～ハルビン、綴芽河～グロデコポからウラジオスト
ク」（㈲環日本海経済研究所「ERmAREPORT」Vol別）
董　作民［20伽］「綬芥河市の発展の歴史と今後の展望」（㈲環日本海経済研究所「ERINA
REPORT」Vol．洪）
西澤正樹［20髄］「中国「辺境」の地域経済と企業　～内蒙古自治区呼倫展示市～」（亜細亜
大学アジア研究所「アジア研究所紀要j第33号）
西澤正樹［2個8］「中国「辺境」の地域経済と企業（2）、雲南省昆明市と西双版的俸族自
治州～」（亜細亜大学アジア研究所rアジア研究所紀要j賂35号）
西澤正樹［2（氾9］「中国「辺境」の地域経済と企業（3）、広西壮族自治区崇左市、欽州市、
防城港市、甫寧市、」（亜細亜大学アジア研究所rアジア研究所紀要」第
36号）
バーモン・タッパー［1971］r大いなる海へ　シベリア鉄道建設史」フジ出版社
原　隆之［1998］rウラジオストク物語　ロシアとアジアが交わる劉三省堂
林　家彬［2（沿5］「黒龍江省の対ロ経済交流および地域経済開発」（r北東アジアにおける国
際労働力移動と地域経済開発」ミネルバ書房、pp．67～80）
「ウラジオストク」刊行委員会椙［1992日ヴェェールを脱いだ回際都市　ウラジオストク」
－114－
日中道民会議［19糾］「三江平原を翔る　黒龍江省訪問北海道代表団報告」日中道民会議
日本貿易振興会海外調査部［2脇）］「東北三省対ロシア辺境貿易の現状」日本貿易振興会
日本経済新潮［2011］9月18日朝刊、11月27日朝刊
満州事情案内所盾［1941］r満州国地方別
南満州鉄道㈱調査課［1920］r黒龍江省　其二　綴蘭道j調査報告書第六巻
南満州鉄道㈱調査課［1921］r黒龍江省　其三　黒河道」調査報告書第十一巻
福岡県稲作経営者協議全編［2∞1］「中国黒髄江省のコメ輸出戦略」家の光協会
阿木布告力板［2010］「我国辺境貿易的発展研究j民族出版社
王涛志稲［2∝嶋］r黒龍江省農業競争力研究」黒龍江人民出版社
郭智粛／蘇玉婿［2011］r専型創新　中国煉炭企業発展的理論与策略」人民出版社
呉暁林［2（沿2］r毛沢東時代の工業化戦略　三線建設の政治経済学j御茶の水書房
張新橋［2∝極目頂北三省老工業基地経済発展比較j社会科学文献出版社
超倖君　主編［2∝略］「東北経済振興与東北亜経貿合作」社会科学文献出版社
董　岐山［20鵬］r東寧辺貿英才」黒龍江人民出版社
峰　毅［2007］　r中国に継承された「滴洲国」の産業　化学工業を中心にみた継承の実態」
御茶の水書房
祁　学俊［1997］r黒河史話j黒龍江人民出版社
呂　政［2（氾8］「振興東北老工業基地科技支援戦略研究」経済管理出版社
本書偏写組［20鵬］「東北地区等老工業基地振興載略干部読本」中京中央党校出版社
愛瑠県修志弁公室編［1986］r愛理県史」北方文物染志社
一115－
